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１. 総則 

（１） 要求水準書の位置づけ 

賀来地区公共下水道整備事業 要求水準書(以下「要求水準書」という。)は、本事業の業

務を遂行するにあたり、大分市上下水道局(以下「局」という。)が、事業者に求める業務の

水準(以下「要求水準」という。)であり、応募者の事業提案の前提条件や局としての仕様を

記載したものである。応募者は要求水準の範囲内において、本事業に関し自由に提案を行う

ことができるものとする。なお、局は事業者を選考する条件として、要求水準書を用いる。 

また、事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守しなければならない。局に

よる事業監視により、事業者が要求水準を達成できないことが確認された場合は、別に定め

る設計業務等委託契約書、建設工事請負契約書に基づき、対価の減額又は契約解除の措置が

なされる。 

なお、要求水準書は本事業の基本的な内容について定めるものであり、本事業の目的達成

のために必要な業務については、要求水準書に明記されていない事項であっても、事業者の

責任において施工及び遂行すること。 

 

（２） 用語の定義 

要求水準書で用いる用語を以下のとおり定義する。 

ア 「事業者」とは、本事業の受託者をいう。 

  イ 「発注者」とは、局をいう。 

  ウ 「応募者」とは、建設企業及び設計企業をいう。 

  エ 「提案書」とは、応募者が見積り時に提出した提案書をいう。 

  オ 「設計企業」とは、設計及び施工監理を行う企業をいう。 

  カ 「建設企業」とは、工事を行う企業をいう。 

  キ 「本事業」とは、賀来地区公共下水道整備事業をいう。 

  ク 「年度」とは、４月１日から始まり、翌年の３月３１日に終了する１年をいう。 

  ケ 「法令」とは、法律・政令・省令・条例・規則、若しくは通達・行政指導・ガイド

ライン、又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、その他の公的機関の定める一

切の規定・判断・措置等をいう。 

  コ 「基本設計」とは、見積書算定のための設計をいう。 

  サ 「詳細設計」とは、基本設計を基に見積書提出後に行う施工対象の設計をいう。 

  シ 「遵守」とは、記載された法制度等に従うことをいう。 

  ス 「準拠」とは、記載された基準等に原則従うことをいう。 

  セ 「確認」とは、応募者より提出された資料により、要求水準書や提案書などに適合

しているかどうかを局が確かめることをいう。なお、確認ができない場合は、局は、

資料の修正若しくは、追加資料の提出を求めることができる。 

  ソ 「承諾」とは、書面で申し出た必要な事項について、局が書面により同意すること

をいう。なお、承諾は事業者の責任による設計・施工監理及び工事をあくまでも発
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注者の観点から承諾するものであり、承諾によって事業者の責務が免責又は軽減さ

れるものではない。また、事業者は局の同意なくして、次の工程に進むことができ

ない。 

  タ 「指示」とは、行為について指図することをいう。事業者は局の指示に従わなけれ

ばならない。 
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２. 一般事項 

（１） 対象施設  

 

表 ２-１ 対象施設概要 

管渠（ｍ） 
マンホール 

 

（基） 

取付管・ 

汚水桝数 

（箇所） 

試掘 

 

（箇所） 項 目 
開削 

開削 
(サービス管) 

推進 

φ200 φ200 φ200～600 

設計 5,977 1,509 1,065 

212 382 5 
施工監理・ 

工事 
6,011 1,509 2,129 

 【別紙 1】の「賀来地区汚水管渠区割施設平面図」に示す箇所において詳細設計

（L=1098m）を実施しており、表２-１が変更となる場合は変更対象とする。 

 

表２-２ 対象施設の設計条件 

項       目 設  計  条  件 

場 所 大分市賀来北 1丁目、賀来北 2丁目、賀来南 1丁目 

管径・工法及び延長 表２-１より 

特 殊 構 造 物 特殊構造物（無） ：  耐震設計（有） 

報 告 書 作 成 有  

設 計 協 議 中間打合せ   3 回 

施工法等の比較検討 

ａ）管渠の推進工法 

ｂ）①急曲性 ②土被り 1.5D 以下 ③近接構造物（箇所） 

 ④河川横断（箇所） 

耐 震 計 算 有（応答変位法） 

耐 震 設 計 レベル 1及び 2地震動 

設 計 条 件 補 正 無 

地 盤 条 件 補 正 無 

工 区 数 補 正 1 工区 

地 質 調 査 3 箇所 

試 掘 箇 所 5 箇所 
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（２） 業務の概要 

   ア 業務範囲 

事業者が行う業務範囲は、対象施設の設計・施工監理及び工事であり、その概要は

表２-３のとおりである。また、対象範囲の路線詳細は貸与する図面等を参照するこ

と。 

 

表２-３ 事業者が行う業務範囲の概要 

区 分 業 務 備 考 

調査・設計 

地質調査 
一部路線は実施済みであるが、その他設計施工に必要な部

分の調査を行う。 

測量調査 

設計施工に必要な部分の調査を行う。 

埋設物調査 

試掘調査 設計施工に必要な部分の試掘調査を行う。 

詳細設計 対象施設の設計を行う。 

設計に伴う各種申

請書類の作成 

各種申請等の手続きに必要な書類作成を、局と協議の上、

互いに協力して作成する。 

施工監理 

住民説明 

公共ます設置位置の調査及び公共ます設置に伴う費用負

担の説明を行う。 

また、地元住民への事業説明を行う。 

施工監理 対象施設の施工監理を行う。 

工事 

土木工事 対象施設の土木工事を行う。 

建設に伴う各種許

認可の申請 

各種申請等の手続きに必要な書類作成を、局と協議の上、

互いに協力して作成する。 

住民対応 地元住民への事業説明を行う。 

 

（３） 事業期間 

  本事業の事業期間及びスケジュールは以下のとおりである。 

    ア 事業期間 

① 設計業務 

契約締結日から令和 6年(2024 年)3 月 31 日まで 

(提案により短縮は可能) 

② 施工監理及び工事 

契約締結日から令和 8年(2026 年)3 月 31 日まで 

(提案により短縮は可能)   
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３. 本業務に関する要求水準 

（１） 要求水準における基本的な考え方 

 本事業における要求水準の考え方は、以下のとおりとする。 

基本的事項に関する要件は、それを規定した仕様に基づき、設計図書を作成するものとす

る。一方、性能に関する要件は、それを規定した仕様又は同等以上の水準の仕様を提案し設

計を行い、設計図書を作成するものとし、原則、提案に基づく内容については、設計変更の

対象とはしない。 

 

（２） 基本的事項に関する要件 

ア 一般事項 

①  工事にあたっては、通行者の安全性及び利便性を十分確保するとともに、騒音、振

動等による環境への悪影響を防止するため、工事期間や時間、施工方法(工事に必要

な仮設設備の設置場所も含む)等について十分に局と協議の上、実施すること。 

②  工事は、安全かつ周辺環境に与える影響を抑えた工法を採用すること。特に、土砂

崩壊、騒音、振動等による建物、門、塀等の被害、井戸の枯渇等の補償事案が生じな

いように仮設、施工計画等において万全な対策を実施すること。 

③  管路施設の建設に際して、必要となる用地の造成、借地、進入路等の工事及び原形

復旧等は、建設企業が実施すること。 

④  公害・事故防止、地震などに配慮した安全設計を行うこと。 

⑤  建設企業は、工事着手前に４（１） ウ 各許可申請・届出等の手続きを終了し、関

係機関(消防、交通機関等)と連絡調整を図らなければならない。 

イ 事前調査 

①  事業者は、本工事を進めるうえで、必要に応じて土質調査を事前に実施し、測量調

査、地下埋設物調査等については、事前調査を必ず実施すること。 

②  事業者において、各種調査を実施する際には、４（１）関係法令及び基準・仕様等

に示す関係法令、仕様書、基準等に準拠して実施すること。 

ウ 管路施設等 

①  排水すべき区域に対する計画汚水量に対し、必要流下能力を算定する場合の汚水管

渠の余裕は、計画汚水量の 100%以上の余裕率を見込んだうえで、且つ最小管径で設定

すること。 

②  本管の自然流下方式の場合の最小管径は 200mm とすること。 

③  管路施設設計にあたっては、４（１）関係法令及び基準・仕様等に示す関係法令、

仕様書、基準等に準拠すること。 

④  管路施設は、下水道法施行令第５条の８を満足する構造とすること。 

 ⑤  管渠断面は「下水道施設計画・設計指針と解説前編」に定める管路計画に準ずるこ

と。 

⑥  管路施設設計にあたっては、土木構造設計体系を満足し、耐震設計は「下水道施

設の耐震対策指針と解説」による管路施設に求められる耐震設計を満足する設計を



 

6 

 

 

行うこと。 

⑦  二次製品の利用に際しては、日本下水道協会規格(公益社団法人日本下水道協会)

または、建設技術審査証明(一般財団法人日本建設情報総合センター)を受けた資材

を利用するものとし、いずれも適切な防食、防護等の劣化対策を講ずること。 

⑧  管路工事で使用する材料において、日本下水道協会規格と同等以上の品質を有す

る材料を使用する場合は、材料の試験成績書等および製造工場の認定証明書を提出

すること。 

工事用資機材の保管については、日本下水道協会の規定による保管方法とする。 

⑨  工事で使用するマンホール等ふたは、大分市のふた仕様書に基づく製品とする。 

⑩  工事で発生する建設発生土は、管路埋戻土として再利用し、不要となった発生土

は工事間利用を基本とする。ただし、掘削後、発生土の利用が埋戻しに適さないと

判断する場合は、局と協議するものとする。 

⑪  路面復旧(本復旧)は、道路管理者と協議のうえ、施工すること。 

本復旧の施工時期は、原則、管路施設等(仮復旧含む)施工後、速やかに行うもの

とする。ただし、事業期間の最終年度(令和７年度)は、最終年度内に施工するもの

とする。 

また、路面本復旧着手時までの維持管理は、建設企業が行うものとする。 

⑫  地下埋設物調査については、局が提示した資料に加え、設計企業が、追加で必要

な資料収集(最新の確認等)及び現地調査を必ず行ったうえで設計を行い、極力、移

設が発生しないよう設計を行うこと。現場状況並びに経済的な施工等を勘案した結

果、やむを得ず移設が生じる場合については、局と協議したうえで、局が要求する

資料を提示すること。 

⑬  土質調査については、局が提示する資料に加え、必要に応じて事業者が実施し、

提案時と異なる場合は、局と協議すること。 

⑭  取付管の最小口径は 150mm とする 

 

（３） 性能に関する要件 

ア  管路施設等 

① 賀来地区における計画汚水量は以下のとおりとする。 

表３-１ 計画面積及び単位汚水量 

地 区 名 
計画面積 

(ha) 

単位汚水量 

(m3/s/ha) 
備考 

賀来地区 第１エリア 28.0 0.000590  

 

②  管路施設は、３（２）基本的事項に示す流下機能を満足し、最終の流入点に接

続し、関係機関との占用協議が整うことを前提に、提示した基本設計を変更して

も良い。 
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③  管路施設の設計を行う際には、「下水道クイックプロジェクト(国土交通省国土

技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室)」に示された「広く普及させるこ

とが可能な整備手法」を十分活用し、地域特性を考慮した維持管理性に十分配慮

したうえで、施工性、経済性に優位な計画とすること。 

④  管路の会合箇所、段差箇所、管径が変化する箇所には必ずマンホールを設置す

ることとし、維持管理が可能であることを前提に、マンホール間隔は最大で 100ｍ

(管径 1000mm 以下の場合)とする。 

⑤  起点・中間マンホールに小型マンホールを使用する場合は、必ず、局と協議す

ること。 

⑥  管路の屈折点のみの場合は、維持管理が可能であることを前提に曲管を用いて

も良い。 

⑦  管路施設の占用位置は原則公道下とする。 

⑧  マンホールの設置は、住居の出入り、車両の通行等に支障のないよう、十分配

慮すること。 

⑨  管路施設施工に伴い既設構造物を除去、移転する際には、関係機関の承諾を得

られる施工方法とすること。 

⑩  管路施設の基礎形式は、４（１）関係法令及び基準・仕様等に示す関係法令、

仕様書、基準等を遵守することを前提に、原則自由とする。ただし、地盤の性

状、残置物、支持層、基盤層を考慮した最適な工法を採用すること。 

⑪  管路施設築造に伴い多様な建設副産物が生じるため、産業廃棄物の処理方法に

ついては、詳細設計において、局の承諾を得ること。 

⑫  建設企業は、詳細設計図書について局の承諾を得た後、管路施設の施工を行う

こと。 

⑬  管路施設の機能、能力は、全て事業者の責任により確保すること。 

⑭  建設企業は、建設工事中、その責任において安全に配慮し、危険防止対策を行

うとともに、作業従事者への安全教育を実施し、労働災害の発生が無いように努

めること。 

 管路の施工方法は、推進工法を採用する場合は、原則「下水道推進工法の指針

と解説(日本下水道協会)」に準拠すること。 

⑮  管路を施工する際の仮設工については以下のとおりとする。 

１） 仮設計画については、４（１）関係法令及び基準・仕様等に示す関係法令、

仕様書、基準等に準拠すること。 

２） 土留壁設置による立坑周辺施設、民地への影響について配慮し、影響を与

えない計画とすること。また、必要に応じて(近接の度合いを考慮)変位の計測
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等の措置を講ずること。 

 

（４） その他調査事項 

局が実施している事前の土質調査、地下埋設物調査に関する資料は、表３-２から表３-３

に示す通りである。なお、本資料は基本設計における施設計画、路線計画を前提に行ったも

のであり、地質調査報告書等に示される地層想定断面図は、参考資料として取り扱うこと。 

 

表３-２ 既存土質調査 

No 委託名称 委託年度 受託機関 

１ 
大分市公共下水道事業計画変更及び都市計画事

業認可変更・賀来地区管渠基本設計業務委託 
令和元年 株式会社 NJS 

 

 

表３-３ 既存地下埋設物調査 

No 委託名称 委託年度 受託機関 

１ 
大分市公共下水道事業計画変更及び都市計画事

業認可変更・賀来地区管渠基本設計業務委託 
令和元年 株式会社 NJS 
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４. 基本条件 

（１）  関係法令及び基準・仕様等 

本事業の実施にあたっては、次の関係法令等を遵守すること。 

ア 関係法令 

・ 下水道法 

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・ 環境基本法 

・ 河川法 

・ 大気汚染防止法 

・ 水質汚濁防止法 

・ 騒音規制法 

・ 振動規制法 

・ 悪臭防止法 

・ 土壌汚染対策法 

・ ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等新ガイドライン 

・ 電気事業法 

・ 電気用品安全法 

・ 電気関係報告規則 

・ 電力設備に関する技術基準を定める省令 

・ 電気工事士法 

・ 電気通信事業法 

・ 有線電気通信法 

・ 公衆電気通信法 

・ 高圧ガス保安法 

・ 危険物の規制に関する政令 

・ 計量法 

・ クレーン等安全規則及びクレーン構造規格 

・ ボイラー及び圧力容器安全規則 

・ 道路法 

・ 都市計画法 

・ 消防法 

・ 水道法 

・ ガス事業法 

・ 建築基準法 
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・ 毒物及び劇物取締法 

・ 労働基準法 

・ 労働安全衛生法 

・ ダイオキシン類対策特別措置法 

・ 建設業法 

・ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

・ 製造物責任法 

・ エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

・ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・ 危険物の規制に関する政令 

・ 石綿障害予防規則 

・ 特定化学物質障害予防規則 

・ 大分市公共下水道条例 

・ 大分市環境基本条例 

・ 大分市防災会議条例 

・ 大分市情報公開条例 

・ 大分市個人情報保護条例 

・ 大分市暴力団排除条例 

・ その他関係する法令、条例、規則等 

イ 基準、仕様等 

      共通（全て最新版とする。） 

・ 下水道施設計画・設計指針と解説(日本下水道協会) 

・ 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説(日本下水道協会) 

・ 下水道維持管理指針(日本下水道協会) 

・ 下水道施設の耐震対策指針と解説(日本下水道協会) 

・ 下水道施設の耐震計算例(日本下水道協会) 

・ 下水道の地震対策マニュアル(日本下水道協会) 

・ 水理公式集(土木学会) 

・ コンクリート標準示方書(土木学会) 

・ 道路橋示方書・同解説(日本道路協会) 

・ 業務委託一般仕様書・業務委託特記仕様書(日本下水道事業団) 

・ 下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術指針 

・同マニュアル (日本下水道事業団) 

・ 日本工業規格（JIS） 
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・ 日本下水道協会規格（JSWAS） 

・ 鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説（日本建築学会） 

・ 土木製図基準（土木学会） 

・ 国土交通省大臣官房技術調査室土木研究所監修 

土木構造物設計ガイドライン（全日本技術協会） 

・ 設計業務等共通仕様書（第１編 共通編） 

【大分市契約監理課工事検査室】  

・ 設計業務等共通仕様書（第１編 共通編を除く） 

【大分県農林水産部、土木建築部】 

・ 測量業務等共通仕様書（第１編 共通編） 

【大分市契約監理課工事検査室】 

・ 測量業務等共通仕様書（第１編 共通編を除く） 

【大分県農林水産部、土木建築部】  

・ 地質調査業務等共通仕様書（第１編 共通編） 

【大分市契約監理課工事検査室】 

・ 地質調査業務等共通仕様書（第１編 共通編を除く） 

【大分県農林水産部、土木建築部】 

・ 下水道管渠実施設計業務委託一般仕様書 

・ その他関係する規格、基準、要領、指針等 

      管路施設等工事（全て最新版とする。） 

・ 下水道管路施設設計の手引（日本下水道協会） 

・ 下水道推進工法の指針と解説(日本下水道協会) 

・ 下水道マンホール安全対策の手引き（案）（日本下水道協会） 

・ トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説（土木学会） 

・ 道路技術基準通達集（国土交通省） 

・ 道路構造令の解説と運用（日本道路協会） 

・ 道路土工-仮設構造物工指針（日本道路協会） 

・ 道路土工-擁壁工指針（日本道路協会） 

・ 道路土工-カルバート工指針（日本道路協会） 

・ 共同溝設計指針（日本道路協会） 

・ 水門鉄管技術基準（電力土木技術協会） 

・ 改訂新版建設省河川砂防技術基準（案）同解説（日本河川協会） 

・ 都市部鉄道構造物の近接施工対策マニュアル（㈶鉄道総合技術研究所） 

・ 大分市路面復旧指針 
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・ 大分市開発行為指導要綱 

・ 大分市公共ます設置要綱 

・ 大分市土木工事共通仕様書（共通編総則） 

【大分市契約監理課工事検査室】 

・ 土木工事共通仕様書 下水道編【大分市上下水道局総務課契約監理室】 

・ 大分県土木工事共通仕様書（共通編総則を除く）【大分県土木建築部】 

・ 区画線設置工事共通仕様書 【大分県土木建築部】 

・ 下水道土木工事の施工管理基準及び規格値 

【大分市上水道局総務課契約監理室】 

・ 土木工事の施工管理基準及び規格値【大分県土木建築部】 

・ 土木工事施工管理の手引【大分県土木建築部】 

・ 大分市下水道設計標準図 

・ 大分市下水道設計基準 

・ 大分市道路埋設標準定規 

・ 賀来地区公共下水道整備事業特記仕様書【別紙２】 

・ その他関係する規格、基準、要領、指針等 

ウ 各許可申請・届出等 

本事業に関連する関係機関への各許可申請及び届出等のうち、現時点で想定されるもの

は表４-１のとおりである。局が定める時期までに事業者は必要な資料を作成し、局へ提出

すること。 

 

表４-１ 各許可申請及び届出等一覧 

区 分 申請・届出の名称 提 出 先 備 考 

道路使用等 

道路占用許可申請書及び

道路通行制限 

県道 局  

市道 局  

道路工事届出書 大分市南消防署  

道路工事等協議書 大分南警察署、大分市南消防署  

河川占用等 河川占用許可申請書 局  

建設ﾘｻｲｸﾙ法関連 再資源化通知書 局  

特定建設作業 特定建設作業実施届出書 大分市環境部環境対策課  

土砂条例関連 特定事業許可申請書 局  

下水道 工事照会 大分市上下水道局 下水道施設管理課  

上水道 工事照会 大分市上下水道局 水道維持管理課  

工業用水道 工事照会 大分県企業局 工務課  

ガス 下水道工事施行協議書 大分ガス㈱ 大分営業所  

通信 

 

工事照会 NTT 西日本  

電気 工事照会 九州電力㈱ 大分営業所・配電事業所  
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（２） 一般事項 

ア 共通 

① 新型コロナウイルス等感染拡大防止 

設計企業及び建設企業は、新型コロナウイルス等感染症の感染拡大防止につい

て、感染予防対策を行うこと。また、緊急事態措置およびまん延防止等重点措置を

実施すべき区域に本事業地域が含まれる場合、発注者と協議のうえ、感染拡大防止

に努めること。さらに、新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言等を踏まえ

た工事及び業務の対応については、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措

置朗を実施すべき期間の延長に伴う工事及び業務の措置について」等により、適切

な対応をすること。 

 

イ 設計業務 

① 業務の対象 

設計企業は、要求水準書に規定した仕様又は同等以上の仕様を提案し設計を行い、

設計図書を作成するものとする。 

② 業務の範囲 

１）設計企業は、設計業務の遂行にあたり、局と協議のうえ進めるものとし、その

内容について、その都度書面(打合せ記録簿)に記録し相互に確認する。また、

設計業務の進捗状況を定期的に報告するものとする。 

２）工事の遂行にあたり必要となる事業説明、準備調査(周辺家屋影響調査等)などの

近隣住民との対応・調整については、局と協議のうえ、行うものとする。 

３）設計企業は、詳細設計終了時までに工事費積算内訳書を作成し、局に提出する

こと。(変更に伴う設計変更も含む)なお、書式等については、局と協議して定め

るものとするが、積算内訳書の作成にあたっては４（１）関係法令及び基準・

仕様書等を参考とし、全て見積り時点での最新版を適用すること。なお、解釈

に関して基準等の間で相反する等疑義が生じた場合、別途、局と協議のうえ、

適否について決定すること。 

③ 費用の負担 

本業務の検査等に伴う必要な費用は、原則として設計企業の負担とする。 

④ 法令等の遵守 

事業者は、業務の実施に当り、関連する法令等を遵守しなければならない。 

⑤ 中立性の保持 

事業者は、常にコンサルタントとしての中立性を保持するよう努めなければなら

ない。 

⑥ 秘密の保持 

設計企業は、業務上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。また、契約期間終

了後も同様とする。 

⑦ 公益確保の責務 

設計企業は、業務を行うにあたっては、公共の安全、環境の保全、その他の公益を

害することの無いように努めなければならない。 
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⑧ 適用基準 

本業務を行うにあたっては、４(１) 関係法令及び基準・仕様等を適用するものと

する。なお、いずれも設計時点において最新の版を用いるものとし、本事業期間中に

改訂された場合は、改訂内容への対応等について協議を行うものとする。 

⑨ 設計業務体制 

設計業務を行う体制は、「募集要領」の１（２）設計企業の応募資格要件によるも

のとする。 

⑩ 業務計画書 

事業者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１４日（土曜日、日曜

日、祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定

する行政機関の休日（以下「休日等」という。））を除く）以内に業務計画書を作成

し局に提出しなければならない。 

⑪ 調査 

１）資料の収集 

・ 業務上必要な資料（街区基準点・境界確定図等含む。）、地下埋設物及びそ

の他の支障物件（電柱、架空線等）については、関係官公庁、企業者等におい

て将来計画を含め十分調査しなければならない。また、街区点・境界点等は現

地踏査の際、記録を作成し施工終了後、亡失している点等は復元をするものと

する。 

・ 測量調査については、設計施工に必要な路線測量(縦断測量・横断測量)を行

うものとする。 

２）現地踏査 

本事業の設計対象区域において踏査し、地勢、土地利用、排水区界、道路状況、

水路状況等現地を十分に把握しなければならない。 

３）現場環境調査 

道路状況、周辺状況を現地にて把握し、工事の実施における制約条件を確認し

なければならない。 

４）地下埋設物調査 

本事業の設計対象区域において、水道、下水道、一般排水管、ガス、電気、電

話等地下埋設物の種類、位置、形状、深さ、構造等をそれらの管理者が所有する

資料と照合し、確認しなければならない。 

５）公私道調査 

道路、水路等について公図並びに土地台帳により調査確認しなければならない。 

６）業務履行中の安全確保 

調査実施にあたっては関係法規を遵守するとともに、共通仕様書等に基づき、

作業中の安全に留意しなければならない。 

⑫ 地盤調査の基本的な条件 

１）ボーリング位置の決定は監督職員と現地立会のうえ決定するものとする。 

２）ボーリング作業終了深度については、土質やＮ値等で掘進深さを変更するこ

とがあるので、監督職員と協議のうえ、その指示に従うものとする。 

３）ボーリング作業中は、標高、地質分類厚、Ｎ値等を測定するとともに、地下水
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位の測定及びコアの採取に努め標本箱にはボーリングナンバー、標高等を記

入し監督職員が立ち会う場合、直ちにその地点の地層、Ｎ値が判断できるよう

に整理しておくものとする。 

４）土質の分類は、JGS0051（地盤材料の工学的物類方法）による。 

５）標準貫入試験は、ＪＩＳ Ａ－１２１９により実施し、１．０ｍ間隔とする。 

６）踏み荒らし、伐採等については、最小限に留め終了後の原形復旧等は、すべ 

て事業者により行うものとする。 

７）土質試験項目及び試験数量は下記のとおりとする。 

・ボーリング調査 L=30m（L=10m×3 本） 

・標準貫入試験  N=30 回 

・現場透水試験  N= 3 回 

・室内土質試験   土の含水比試験  各層 1 試料 

土の液性限界試験 各層 1 試料 

土の塑性限界試験 各層 1 試料 

土の湿潤密度試験 各層 1 試料 

土の粒度試験   各層 1 試料 

土粒子の密度試験 各層 1 試料 

・各地層の試験が必要なため、層の設定について局と協議するものとする。 

⑬ 解析等の地質調査業務内容 

解析等の地質調査業務の内容は、以下の各号に定めるところによる。 

１）既存資料の収集・現地調査 

・ 関係文献の収集と検討 

・ 調査地周辺の現地調査 

２）資料整理とりまとめ 

・ 各種計測結果の評価及び考察 

・ 異常データのチェック 

・ 試料の観察 

・ ボーリング柱状図の作成 

３）断面図等の作成 

・ 地層及び土性の工学的判定 

・ 土質又は地質断面図等の作成 

   なお、断面図は着色するものとする。 

４）総合解析とりまとめ 

・ 調査地周辺の地形・地質の検討 

・ 地質調査結果に基づく土質定数の設定 

・ 地盤の工学的性質の検討と支持地盤の設定 

地盤の透水性の検討（現場透水試験や粒度試験などが実施されている場合） 
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・ 調査結果に基づく基礎形式の検討（具体的な計算を行うものでなく、基

礎形式の適用に関する一般的な比較検討） 

・ 設計・施工上の留意点の検討（特に切土や盛土を行う場合の留意点の検討） 

⑭ 参考資料の貸与 

局は、業務に必要な下水道事業計画図書、測量成果簿、土質調査資料、在来管資料、

道路台帳、地下埋設物調査、下水道標準構造図等の資料を所定の手続によって貸与す

る。また、貸与された関係資料は厳重に整理保管し、設計内容及びそれに伴う関係資

料は外部にもらすことなく業務完了後、直ちに返還するものとする。 

⑮ 詳細設計図の作成 

主要な設計図は、下記により作成することとし、図面完成時には局の承認を得なけ

ればならない。 

１）位置図 

位置図（Ｓ＝1/2,500～1/5,000）は、地形図に施工箇所を記入すること。 

２）平面図 

平面図（Ｓ＝1/500 ）は、測量による平面図及び道路台帳に基づいて、設計区間

の占用位置、マンホール及び立孔の位置、管きょの区間番号、形状、管径、勾配、

区間距離及び管きょの名称等を記入する。 

３）詳細平面図 

詳細平面図（Ｓ＝1/50～1/100 ）は主要な地下埋設物さくそう箇所、重要構造物

近接箇所及び河川、鉄道、国道等横断箇所等特に詳細図を必要とし、発注者が指示

する場合に平面図及び断面図を作成する。 

４）縦断面図 

縦断面図（Ｓ＝縦 1/100、横 1/500 ）は、平面図と同一記号を用いて次の事項を

記入する。管きょの位置、平面図との対照番号、形状、管径、勾配、区間距離、地

盤高、管底高、土被り、マンホールの種別及び河川、鉄道、国道等の位置と名称、

流入及び交差する管きょの位置、番号、形状、管径、管底高、主要な地下埋設物の

名称、位置、形状、寸法等及び管きょの名称等を記入する。 

５）横断面図 

横断面図（Ｓ＝1/50～1/100 ）は、平面図と同一記号を用いて次の事項を記入す

る。管きょの位置、平面図との対照番号、形状、管径、地盤高、管底高及び主要な

地下埋設物の名称、位置、形状、寸法等及び管きょの名称又は横断位置の名称等を

記入する。 

６）構造図 

構造図（Ｓ＝1/10～1/100 ）は、縦断面図と同一記号を用いて構造図を作成する。

特殊な布設構造図、接続室、雨水吐室及び吐口、伏越、特殊な形状のマンホール及

び桝等特に構造図を必要とし、仕様書に明記されているもの。 
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７）仮設図 

仮設図（Ｓ＝1/10～1/100 ）は、次の要領で記入する。仮設図は、構造図と同一

記号を用いて作成する。設計図には、掘削幅、長さ、深さ、地盤高、床堀高及び使

用する材料の位置、名称、形状、寸法、他の地下埋設物防護工並びに補助工法の範

囲、名称等を記入する。 

⑯ 各種計算 

管きょ、管基礎、推進力及び構造計算、仮設計算、補助工法、耐震設計等の計算に

当っては、局と十分打合せの上、計算方針を確認して行わなければならない。 

⑰ 数量計算 

土工、管、管基礎、覆工等及び構造物、仮設、補助工法等材料別に数量を算出する。 

⑱ 工法比較検討書 

工法比較検討は設計対象路線の詳細な工法別の比較検討を行うものとする。 

⑲ 報告書 

報告書は、当該設計に係るとりまとめの概要書を作成するものとし、その内容は、

設計の目的、概要、位置、設計項目、設計条件、土質条件、埋設物状況、施工方法、

工程表等を集成するものとする。  

⑳ 照査 

１）業務計画書作成時において、局と協議のうえ照査計画を策定し提出すること。 

２）業務打合せ時には、管理技術者の確認を受け随時局へ報告すると共に業務完了

時には、照査報告書として取りまとめ、照査技術者の署名押印のうえ管理技術者

に交付すること。 

㉑ 照査の体制 

事業者は遺漏なき照査を実施するため、相当な技術経験を有する照査技術者を配

置しなければならない。 

㉒ 照査事項 

事業者は設計全般にわたり、以下に示す事項について照査を実施しなければなら

ない。 

１）基本条件の確認内容について 

２）比較検討の方法及びその内容について 

３）設計計画（設計方針及び設計手法）の妥当性について 

４）計算書（構造計算書、容量計算書、数量計算書、耐震設計計算書等をいう。）

について 

５）計算書と設計図の整合性について 

㉓ 書類の提出 

設計企業は、設計業務の実施に際し、以下の書類を局に提出し確認を得るものとす

る。 

 

【業務着手時】 

１）委託業務着手届 

２）業務工程表 



 

18 

 

 

３）管理技術者届(経歴書等を添付のこと) 

４）職務分担表 

 

【業務完了時】 

１）委託業務完了届 

２）成果品納品書 

㉔ 提出図書 

提出図書は次項により、提出しなければならない。ただし、これによりがたい場合

は別途協議するものとする。 

１）位  置  図    1/2,500～1/5,000    

２）施 設 平 面 図    1/500       

３）詳 細 平 面 図    1/50～1/100        

４）縦 断 面 図    縦 1/100 、 横 1/500   

５）横 断 面 図    1/50～1/100       

６）構  造  図    1/10～1/100       

７）仮  設  図    1/10～1/100       

８）水 理 計 算 書                

９）構 造 計 算 書(耐震設計計算書を含む）     

10）数 量 計 算 書           

11）報  告  書              

12）工法比較検討書              

13）特 記 仕 様 書               

14）打合わせ記事録              

15）その他の資料             

 設計に伴って収集・調査した資料及びその他申請等に関する資料 

16）電子納品             

・本業務は電子納品対象業務とする。電子納品とは、調査、設計､測量等の最

終成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは､事

前協議で決定したファイルフォーマットで形成されたものを指す。 

・成果品は、従来の成果品（紙ベース）原図１部及び写し１部に加えて、事前

協議に基づいて作成した電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で１部提出す

る。特段の理由があり作成できない場合は、調査職員と協議のうえ決定する

ものとする。 

・電子納品に対応するための措置については、大分県電子納品ガイドライン、

国の機関が制定した「電子納品運用ガイドライン」、各種｢要領」「基準」

を参考にするものとする。 参考：「電子納品に関する要領・基準」につい

ては、http://www.cals-ed.go.jp/ にて掲載している。 



 

19 

 

 

・成果品の提出の際には、事前協議の内容のファイルになっているかチェックを行

い、エラーがない事を確認した後ウイルス対策を実施したうえで提出すること。 

 

図面のタイトル版の内容等の記入方法（位置・様式・寸法） 

㉕ コスト縮減調書 

   業務実施にあたり、コスト縮減の観点から形状､構造､使用材料、施工方法等におい

て新たな工法等について検討を行い、該当の有無についてコスト縮減調書に取りま

とめ提出を行なうこと。 

㉖ 建設副産物対策 

設計業務共通仕様書第１２０９条第９項に基づき、建設副産物の検討成果として、

リサイクル計画書を作成するものとする。 

㉗ 完成検査等 

出来形検査、完成検査は、以下に基づき実施すること。 

【出来形検査】 

１）設計企業は、部分払いの請求を行うときは、出来形検査を受けること。 

２）設計企業は、部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に設計の

出来形に関する資料を作成し、局に提出すること。 

３）出来形検査は、局及び設計企業の臨場のうえ、工事目的物を対象とした設 

計の出来形に関する資料の検査を行うものとする。 

【完成検査】 

１）設計企業は、工事目的物を対象とした設計の完成検査の要件を満たした委 

託業務完了届を局に提出すること。 

・ 要求水準書等に示されるすべての業務が完成し、成果品を納入していること。 

・ 契約変更を行う必要が生じた業務においては、最終変更契約を局と締結し

ていること。 

２）完成検査は、局及び設計企業の臨場のうえ、工事目的物を対象とした設計の

成果品の検査を行うものとする。 

㉘ 工程管理 

事業者は、工程に変更を生じた場合には、速やかに変更工程表を提出し、協議しな

ければならない。 

㉙ 履行報告 

事業者は、業務の履行にあたり、履行状況報告を作成し、調査職員に提出するものと

する。提出時期については、調査職員と協議のうえ業務計画書において策定すること。 
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㉚ 業務カルテの作成、登録 

事業者は、契約時又は変更時において､業務委託料が１００万円以上の業務につい

て､業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務

実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、受注時は契約締結後、１５

日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、１５日（休日

等を除く）以内に、完了時は業務完了後、１５日（休日等を除く）以内に、訂正時は

適宜書面により調査職員の確認を受けたうえで、登録機関に登録申請しなければな

らない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者

の登録は８名までとする）。また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、テクリス

登録時に調査職員にメール送信されるため別途提出の必要はない。なお、変更時と完

了時の間が、１５日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の提出を省略でき

るものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても同様に、テクリ

スから発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録

申請しなければならない。 

㉛ 成果品の審査及び納品 

   １）事業者は、成果品完成後に調査職員の成果品の審査を受けなければならない。 

   ２）成果品の審査において、訂正を指示された箇所は、ただちに訂正しなければな

らない。 

   ３）業務の審査に合格後、成果品一式を納品し、 発注者 の検査員の検査をもっ

て、業務の完了とする。 

   ４）業務完了後において、明らかに事業者の責に伴う業務のかしが発見された場合、

事業者はただちに当該業務の修正を行わなければならない。 

㉜ 関係官公庁等との協議 

事業者は、関係官公庁等と協議を必要とするとき又は協議を受けたときは、誠意を

持ってこれに当り、この内容を遅滞なく報告しなければならない。 

㉝ 証明書の交付 

必要な証明書及び申請書の交付は、事業者の申請による。 

㉞ 疑義の解釈 

本書に定める事項について、疑義を生じた場合又は本書に定めのない事項につい

ては局、事業者協議の上、これを定める。 

㉟ 打合せ 

設計業務着手時及び設計業務の主要な区切りにおいて、局と発注者は打合わせを

行うものとし、その結果を記録し、相互に確認しなければならない。 

㊱ 設計上の疑義 

設計上疑義が生じた場合は、局との協議の上、これらの解決にあたらなければなら

ない。 

㊲ 設計の資料 

設計の計算根拠、資料等はすべて明確にし、整理して提出しなければならない。 
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㊳ 事業計画図書の確認 

事業者は、設計対象区域にかかる事業計画図書の確認をしなければならない。 

㊴ 参考文献等の明記 

業務に文献、その他の資料を引用した場合は、その文献、資料名を明記しなければ

ならない。 

㊵ 留意事項 

   １）各許可申請及び届出等への対応 

占用協議の申請に必要な検討、計算、図書の作成、事前協議等は局に確認した

うえで、局が定める時期までに事業者が提出すること。 

    ２）会計実地検査対応の支援 

本事業は交付金事業であることから、事業者は局の要求する書類を所定の時

期までに局に提出し、会計実地検査対応の支援を行うこと。 

    ３）その他 

工事内容に関する近隣対策・苦情対応及び本事業を実施する上で必要な関連

業務については、事業者の責任をもって対応すること。 

㊶ 業務履行に関する調整 

本業務は、令和４年度（予定）別途、局が発注する業務と密接に関連しているため、

受注者は、業務の実施工程について調査職員と業務着手時等の打合せで協議し、その

指示に従わなければならない。また、本業務受注者は、関連業務受注者と業務履行に

必要な調整を行うものとする。 

別途、局が発注する業務は、今回対象地区の境界にあるグラウンド側の雨水整備検

討である。本業務の設計についても委託時期を合わせるなどの調整が必要となる。 

㊷ ウィークリースタンスへの取組み 

本業務は、ウィークリースタンスの対象である。実施にあたっては、大分県が HP

で公表している「設計業務等におけるウィークリースタンス実施要領」に基づき、受

発注者相互に協力し取り組むものとする。 

ウ 施工監理業務 

① 業務の対象 

設計企業は、自ら設計した内容に基づき、管路等の工事の監理を行うものとする。 

② 業務の範囲 

設計企業は、次頁に示す表３-２の業務内容のうち“対象”について、自己の責任

において実施するものとする。 

③ 中立性の保持 

設計企業は、中立性を保持しなければならない。 

④ 適用基準 

本業務を行うにあたっては、４（１）関係法令及び基準・仕様等を適用するものと

する。なお、いずれも施工監理時点においての最新の版を用いるものとし、本事業期

間中に改訂された場合は改定内容への対応等について協議を行うものとする。 
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⑤ 施工監理業務体制 

１）設計企業の、施工監理業務を行う体制は、「募集要領」の１（２）設計企業       

の応募資格要件によるものとする。 

２）施工監理技術者は、施工監理実施時などにおいて問題が発生した場合、概ね２

時間以内で現地対応が可能であること。 
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業務項目 業務内容 局 事業者

Ｙ 1.業務着手手続

き 

着手手続 ●  

2.共通業務 

(1) 三者協議 ● ● 

(2) 設計図書の確認   

(3) 工事内容・工程の確認  ● 

(4) 定例及び臨時会議   

(5) 出来形の確認・出来形検査の立会  ● 

(6) 工事完了の確認・竣工検査の立会 ●  

(7) 工事関係書類の確認  ● 

(8) 設計図書（初回・変更・完了）の作成 

 

 

●  

(9) 

住民への説明（公共ます設置位置の確認） 

費用負担金の説明（受益者負担金、排水設備

工事費、下水道使用料説明） 

「ます設置依頼書」の記入依頼と回収 

 ● 

3.仮設工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 施工（変位量の変化、推移等）の確認  ● 

(3) 濁水処理水質、排水先の確認 ●  

4.土工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 掘削工事の確認  ● 

(3) 埋戻し、盛土工事の確認  ● 

(4) 水替方法（地下水、地盤変位）の確認  ● 

(5) 残土処分、処分先の確認 ●  

(6) 基礎の出来形の立会、確認  ● 

5.管布設工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 管布設の確認  ● 

(3) 汚水桝位置の確認  ● 

(4) マンホール位置の確認  ● 

(5) 出来形の立会、確認  ● 

6.推進工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 立坑位置の立会・確認  ● 

(3) 推進管理（寸法、規格、測量、推力）の確認  ● 

(4) 注入管理の確認  ● 

(5) 出来形の立会、確認  ● 

7.薬液注入工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 注入材の数量、ゲルタイム、注入量の確認  ● 

(3) 周辺環境の pH管理確認 ●  

(4) 削孔長の確認  ● 

(5) 地盤改良の立会、確認  ● 

8.付帯工事 

(1) 施工計画書の確認  ● 

(2) 殻処分、処分先の確認 ●  

(3) 支障物件撤去、再設置の確認 ●  

(4) 出来形の立会、確認  ● 

(5) 舗装、路盤等の確認  ● 

9.業務完了手続 完了手続 ●  

表４-２ 業務内容一覧（施工監理業務）及び、局と事業者の作業分担 
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⑥ 業務計画書 

   事業者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１４日（土曜日、日曜

日、祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定

する行政機関の休日（以下「休日等」という。））を除く）以内に業務計画書を作成

し局に提出しなければならない。 

⑦ 書類の提出 

設計企業は、施工監理業務の実施に際し、以下の書類を局に提出し確認を得るもの

とする。 

【業務着手時】 

１）業務工程表 

２）監理技術者届(経歴書等を添付のこと) 

３）緊急連絡体制 

４）施工監理（出来形の基準及び規格値等） 

【施工時】 

１）業務記録誌 

２）施工監理業務報告書 

【業務完了時】 

１）委託業務完了通知書 

⑧ 完成検査等 

出来形検査、完成検査は、以下に基づき実施すること。 

【出来形検査】 

１）設計企業は、部分払いの請求を行うときは、出来形検査を受けること。 

２）設計企業は、部分払いの請求を行うときには、前項の検査を受ける前に建設

企業が工事の出来形検査を受けた工種に対し、施工監理業務報告書等の出

来形に関する資料を作成し、局に提出すること。 

３）出来形検査は、局及び設計企業の臨場のうえ、建設企業が工事の出来形検査

を受けた工種に対し、施工監理業務報告書等の出来形に関する資料の検査

を行うものとする。 

【完成検査】 

１）設計企業は、建設企業が完成検査の要件を満たした工事完成届に基づき、実

施した施工管理業務の委託業務完了届を局に提出すること。 

・ 要求水準書等に示されるすべての業務が完成していること。 

・ 契約変更を行う必要が生じた業務においては、最終変更契約を局と締結し

ていること。 

２）完成検査は、局及び設計企業の臨場のうえ、建設企業が提出した工事完成届

に基づき実施した施工監理の業務内容等の検査を行うものとする。 

⑨ 履行報告 

事業者は、業務の履行にあたり、履行状況報告を作成し、調査職員に提出する

ものとする。提出時期については、調査職員と協議のうえ業務計画書において策
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定すること。 

⑩ 業務カルテの作成、登録 

事業者は、契約時又は変更時において､業務委託料が１００万円以上の業務につい

て､業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務

実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、受注時は契約締結後、１５

日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、１５日（休日

等を除く）以内に、完了時は業務完了後、１５日（休日等を除く）以内に、訂正時は

適宜書面により調査職員の確認を受けたうえで、登録機関に登録申請しなければな

らない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者

の登録は８名までとする）。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、テクリス登録時に調査職員にメール

送信されるため別途提出の必要はない。なお、変更時と完了時の間が、１５日間（休

日等を除く）に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても同様に、テクリ

スから発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録

申請しなければならない。 

⑪ 疑義の解釈 

本書に定める事項について、疑義を生じた場合又は本書に定めのない事項につい

ては局、事業者協議の上、これを定める。 

⑫ 打合せ 

設計業務着手時及び設計業務の主要な区切りにおいて、局と発注者は打合わせを

行うものとし、その結果を記録し、相互に確認しなければならない。 

⑬ 設計上の疑義 

設計上疑義が生じた場合は、局との協議の上、これらの解決にあたらなければなら

ない。 

⑭ 留意事項 

    会計実地検査対応の支援 

・本事業は交付金事業であることから、事業者は局の要求する書類を所定の時期ま

でに局に提出し、会計実地検査対応の支援を行うこと。 
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エ 工事施工 

① 工事施工の対象 

建設企業は、設計企業が設計した内容に基づき、管路等の工事を行うものとする。 

② 工事施工の範囲 

１） 建設企業は、工事を自己の責任において施工するものとする。 

２） 工事の施工にあたり、必要となる工事説明、準備調査(周辺家屋影響調査等)

などの近隣住民との対応・調整については、局と協議のうえ、行うものとする。 

３） 仮設、施工方法等、工事を行うために必要な一切の業務手段については、建

設企業が自己の責任において行うものとする。 

４） 工事の施工に伴う工事用電力や現場事務所、作業ヤード等の土地使用に伴

う費用については建設企業の負担とする。 

５） 建設企業は、局と協議のうえ、工事着手前に工期を明示した施工計画書(工

事全体工程表を含む)を作成し、局に提出するものとし、工程表記載の日程に

従い、工事に着手し、工事を施工するものとする。 

６） 建設企業は、工事期間中、現場事務所に工事記録を常備するものとする。 

７） 建設企業は、局に対し、現場代理人等を通じて工事の進捗状況を定期的に報

告するものとし、局は、工事の進捗状況及び内容について、随時建設企業に確

認できるものとする。 

８） 建設企業は、局が発注した、その他の工事との調整を率先して行い、その他

の工事の円滑な施工に協力すること。 

９） 建設企業は、周辺環境に影響を及ぼさないよう配慮し、工事に起因した苦情

等は、速やかに対応し、局へ報告すること。 

１０） 公共ますの設置は、局の承諾書類の確認及び関係者との立会後に施工すること。 

③ 適用基準 

本業務を行うにあたっては、４（１）関係法令及び基準・仕様等を適用するものと

する。なお、いずれも工事施工時点において最新版を用いるものとし、本事業期間中

に改訂された場合は、改訂内容への対応等について協議を行うものとする。 

④ 工事施工体制 

工事施工を行う体制は、「募集要領」の１（３）建設企業の応募資格要件によるも

のとする。 

⑤ 工事関係書類の提出 

【着工時】 

１）工事着手届 

２）工程表 

３）現場代理人等選任届(資格者証等を添付のこと) 

４）建設業退職金共済制度証紙購入確認書等 

５）建設労災補償共済等加入確認書 

６）労働保険加入確認書 

７）施工計画書(全体及び詳細工程を含む) 
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【施工中】 

１）各種試験結果報告書 

２）各種出荷証明 

３）工事履行報告書 

４）工事打合せ簿 

５）確認立会い願 

【完成時】 

１）工事完成届 

２）完成図書（出来形管理図表、品質管理図表等） 

３）工事写真（着工前及び完成写真、施工状況写真、出来形管理写真、品質管理

写真、安全管理写真） 

４）完成写真（着工前及び完成写真）（許可書完了届用） 

５）各種検査試験成績書及び納品書 

６）竣工図（工事完成図一式） 

７）上記図書等の電子媒体 

    ８）管理引継ぎに必要な図書 

注記) 

  ・その他、法令等に基づき必要とする書類や局が必要とする書類の提出を求め

ることがある。 

  ・工事に係る各段階で必要となる官公庁等への届出、申請、手続き書類は、局

と協議のうえ、互いに協力し作成する。 

⑥ 完成検査等 

中間検査、出来形検査、完成検査は、以下に基づき実施すること。 

【中間検査】 

１） 各年度の本工事区間内で供用開始が必要な一部区間において、中間検査

を実施することができる。 

２） 各年度の完成検査、出来形検査前において、重要構造物等の不可視部分の

検査を実施することができる。 

【出来形検査】 

１） 建設企業は、部分払いの請求を行うとき場合は、出来形検査を受けること。 

２） 建設企業は、部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事

の出来形に関する資料を作成し、局に提出すること。 

３） 出来形検査は、局及び建設企業の臨場のうえ、工事目的物を対象として工

事の出来形に関する資料と対比し、以下に掲げる検査を行うものとする。 

・ 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ等 

      ・ 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

４） 局が修補の必要が有ると認め、期限を定めて修補の指示を行う場合、建設

企業の負担で、これに応じること。 
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【完成検査】 

１） 建設企業は、工事完成検査の要件を満たした工事完成届を局に提出する

こと。 

・ 設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成して

いること。 

・ 局が修補その他必要な措置を取ることを請求したとき、局の請求した措置

が完了していること。 

・ 設計図書により義務付けられた工事写真、完成図書、工事完成図等の資料

の整備がすべて完了していること。 

・ 契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を局と締結し

ていること。 

    ２） 完成検査は、局及び建設企業の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書

と対比し、以下に掲げる検査を行うものとする。 

・ 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ等 

・ 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

３） 局が修補の必要が有ると認め、期限を定めて修補の指示を行う場合、建設

企業の負担で、これに応ずるものとし、その指示の日から修補完了の確認の

日までの期間は、契約書に規定する期間に含めないものとする。 

⑦ 作業日及び作業時間について 

１） 工事は、原則昼間作業とし、通勤通学時間帯の作業は避けること。 

２） 夜間、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」(昭和 23 年法律第 178 号)に

規定する休日に工事を施工する場合は、局と事前に協議すること。 

⑧ 工事の周知について 

工事着手前に必ず施工方法等について、地元住民及び関係機関に説明し、施工す

ること。 

⑨ 施工中の安全確保及び環境保全について 

１）  関係法令等によるほか「建設工事公衆災害防止対策要綱」及び「建設副                               

産物適正処理推進要綱」に従い、工事の施工に伴う災害の防止及び環境の保

全を行うこと。また、工事に伴い発生する廃棄物は「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」及び「建設工事に係る資源化等に関する法律」を遵守するこ

と。 

    ２） 施工中の安全確保に関しては、「土木工事安全施工技術指針」及び｢建設機

械施工安全技術指針｣により常に工事の安全に留意して現場管理を行うこと。 

    ３） 本事業箇所は、住宅が多く生活環境を保全する必要があるので、管渠工(開

削)、取付管及びます工、付帯工において、「建設工事に伴う騒音振動対策技

術指針」に基づき、「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定」に指

定された低騒音型建設機械を使用すること。 

    ４） 工事施工の各段階において、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の影響が生
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じないよう、周辺環境の保全に努め、各種規制規準等を遵守すること。 

⑩ 安全対策等について 

１） 通学路等になっている路線の工事を施工する際には、事前に関係機関と協

議し、安全確保に努めること。 

    ２） 通行者及び一般車両はもとより、高齢者、障害者等への危険防止や安全性の

確保について、十分な対策を講ずること。 

    ３） 工事材料及び土砂等の搬送計画並びに通行経路の選定その他車両の通行に

関する事項について、関係機関と十分協議のうえ、交通安全管理を行うこと。 

    ４） 既存部分に汚染又は損傷を与える恐れのある場合は養生を行うこと。万一損

傷等を与えた場合は、建設企業の責任において速やかに修復等の処置を行う

こと。また、本事業の工事により処理場・ポンプ場等の運転管理に支障を生じ

させた場合は、局に復旧計画書を提出し、その承諾を得た上で、建設企業の負

担により速やかに復旧すること。 

    ５） 安全教育及び安全訓練等を月１回、半日以上実施し、その記録を書類等で整

備すること。また、新規入場者には現場状況を反映した安全教育を行うこと。 

⑪ 災害時の安全確保について 

災害及び事故が発生した場合には、人命の安全確保を優先するとともに、二次災

害の防止に努め、第一報を速やかに局に報告し、その経緯を当日中に報告すること。 

⑫ 保険 

建設企業は、工事を適正に遂行するにあたり、各種保険等に加入した場合は、工

事着手前に保険契約を締結したことを証明する書面(証紙等)の写しを局に提出す

ること。 

⑬ 近隣対策 

１） 建設企業は、自己の責任において、近隣住民の生活環境が受ける影響を検討、

合理的な範囲の近隣対策を実施すること。 

２） 施工方法、工程計画は関係機関等に対し事前に周知すること。 

     ３） 建設企業は、近隣への対応について、事前及び事後にその内容及び結果を局

に報告すること。 

⑭ 工事実績情報の登録 

建設企業は、工事実績情報として「工事カルテ」を作成、登録の上、局に提出す

ること。 

⑮ 施工体制台帳に係る書類について 

｢建設業法｣第 24 条の 7第 1項及び「建設業法施行規則」第 14条の 2に基づき、

施工体制台帳に係る書類及び工事作業所災害防止協議会兼施工体系図を作成し、

その写しを発注者に提出すること。 

⑯ 施工体制の点検 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第 15条第 3項により、

局は施工体制について点検を求めることがある。 

⑰ 労働福祉の改善等について 

建設労働者の確保を図ること並びに労働災害の防止、適正な賃金の確保、退職金
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制度及び各種保険制度への加入等労働福祉の改善を行うこと。 

⑱ 環境物品等の調達の推進について 

建設工事等に用いる資機材等は、「グリーン購入法」に基づく「環境物品等の調

達の推進に関する基本方針」の特定調達品目を使用するものとし、国土交通省にお

ける「環境物品等の調達の推進を図るための方針(調達方針)」に沿って、環境への

負荷の少ない物品等の調達を行うこと。ただし、要求水準書において示されたもの

は除く。 

⑲ その他 

１） 「建設リサイクル法」に定める「対象建設工事」に該当しない場合において

も、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施にあたっては、建設リサ

イクル法に準じ適正な措置を講ずること。 

２） 建設労働者の福祉向上及び企業経営の安定のため、建設業労災保険制度     

の加入について配慮すること。 

３） 建設労働者の確保及び適正な労賃の維持等による労働条件の改善を図ると    

ともに、労働災害の防止に特段の注意を払うよう努めること。 

⑳ 工程管理及び施工管理 

１） 建設企業は、工事の進捗状況を管理・記録・把握するとともに、工事の進      

捗状況について局に報告すること。当該報告を踏まえ、局が行う進捗状況の確

認に協力すること。 

２） 建設企業は、本工事対象施設が詳細設計図書に適合するように施設の質の 

向上に努め、局に対する工事施工の事前説明及び事後報告並びに工事現場で

の施工状況の説明を行うこと。 

３） 建設企業は、局に工事の進捗状況を毎月報告すること。 

㉑ 施工図等の提出 

建設企業は、本工事の施工にあたり、仕様書、施工図、計算書、施工計画書等を

作成し、各施工の段階前に局に提出して確認を受けること。 

㉒ 検査対応 

建設企業は、工事を完成したときは、その旨を局に通知し、局は、速やかに検査

を行うものとする。 

建設企業は、局の検査に合格したときは、局の指示に従い、建設目的物の引渡し

を行う。 

㉓ 留意事項 

     会計実地検査対応の支援 

・本事業は交付金事業であることから、事業者は局の要求する書類を所定の時期

までに局に提出し、会計実地検査対応の支援を行うこと。 

 

（３） 契約不適合責任 

検査終了後、その結果に基づき、設計企業は成果物を、建設企業は工事目的物を局
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に対して引き渡しを行う。この場合の契約不適合責任の内容・条件は下記のとおりと

する。 

なお、請負契約か委託契約かを問わず、いずれかの事業契約の契約不適合により損

害が生じたと認められるものの、いずれの事業契約に係る契約不適合によるもので

あるかが明らかでない場合においては、設計企業、建設企業の双方が当該損害に係る

損害賠償責任を負うものとする。また、このような場合においては、代表構成員は、

速やかに且つ適法に契約不適合の状態を解消する義務を負うものとし、これに要す

る費用および賠償責任の内部的な分担についても、その責任をもってこれを解決す

る義務を負うものとする。 

加えて、設計企業、建設企業は、それぞれ本項目に記載する責任のほか、基本協定

及び事業契約に定める債務不履行責任を負う。 

 

 ①  設計の契約不適合責任 

   １） 発注者は引き渡された成果物に関し、設計業務委託契約書（案）第３１条第３

項又は第４項（第３７条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定

による引渡し(以下①において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以

内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代

金の減額の請求又は契約の解除（以下①において「請求等」という。）をするこ

とができない。 

   ２） １）の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等

当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げ

ることで行う。 

３） 発注者が１）に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下３）、６）

及び③において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、そ

の旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日ま

でに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内

に請求等をしたものとみなす。 

４） 発注者は、１）の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合

に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等を

することができる。 

５） １）～４）の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたもの

であるときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の

定めるところによる。 

６） 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

７） 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１

項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適

合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があ

ることを知っていたときは、この限りでない。 
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８） 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、発注者の指示又は 

貸与品等の性状により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理

由として、請求等をすることができない。ただし、受注者がその記載内容、指示

又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、

この限りでない。 

  ② 施工の契約不適合責任 

   １） 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、建設工事請負契約書（案）第３１

条 第４項又は第５項（第３９条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）

の規定による引渡し（以下②において単に「引渡し」という。）を受けた日から

２年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の

請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下②において「請求等」という。）

をすることができない。 

２） １）の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡し の

時、発注者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その

責任を負わない。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかっ

た契約不適合については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等

をすることができる。 

３） １）及び２）の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定

の根拠等当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明

確に告げることで行う。 

４） 発注者が１）又は２）に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下

４）、７）及び③において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合

を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過

する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任

期間の内に請求等をしたものとみなす。 

５） 発注者は、１）又は２）の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契

約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる

請求等をすることができる。 

６） １）～５）の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたもの

であるときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の

定めるところによる。 

７） 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

８） 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、

１）の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不

適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合が

あることを知っていたときは、この限りでない。 

９） 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは

監督員の指図により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由
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として、請求等をすることができない。ただし、受注者がその材料又は指図の不

適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

③ 契約不適合の判定・補修 

１） 契約不適合責任に要する経費は、事業者の負担とする。 

２） 契約不適合責任期間中に生じた契約不適合は、事業者の負担とする。 
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【別紙１】 

 

 



第１条 （土木工事共通仕様書及び管理基準の適用）

　○　大分市土木工事共通仕様書（第1編共通編総則）　【令和3年1月　大分市契約監理課工事検査室】
　○　土木工事共通仕様書　下水道編　【平成30年10月　大分市上下水道局総務課契約監理室】
　○　大分県土木工事共通仕様書（第1編共通編総則を除く）　【令和２年10月 大分県土木建築部】
　○　区画線設置工事共通仕様書　【令和2年10月※平成23年10月改訂版　大分県土木建築部】
　○　植栽工事共通仕様書　【令和2年10月※平成23年10月改訂版　大分県土木建築部】
　○　公園緑地工事共通仕様書　【平成29年10月　大分県土木建築部 農林水産部】

　○　「土木工事施工管理の手引」　【令和３年４月　大分県土木建築部】
　○　「大分市下水道設計標準図」、（公社）日本下水道協会発行「下水道設計指針と解説」

第２条 （指示・承諾・協議等）

第３条 （下請負人等の選定）
（１）

（２）
（３）

（４）

第４条 （再生資材等の利用）
本工事においては、原則として再生資材等を利用すること。

第５条 （材料及び製品の使用承諾）
（１）

（２）

第６条 （工事カルテの作成、登録について）
（１）

（２）

第７条 （施工体系図及び施工体制台帳）

第８条 （工事履行報告）

第９条 （建設工事に関する保険等）
（１）

（２）

賀来地区公共下水道整備事業特記仕様書
【別紙２】

　本工事の施工に当たっては、この特記仕様書によるほか、以下の仕様書及び管理基準・規格値等に基づき実施しなければならな
い。

　○　電気設備工事（道路照明工事等）共通仕様書　【平成29年10月　大分県土木建築部　農林水産部】

本工事で作成する工事書類は、大分県が定める様式を使用することができる。ただし、事業者において、大分県が定める様式の内容
に類似する様式を既に使用している場合は、この限りでない。

生コンクリート、コンクリート二次製品、鋼材等及び下水道資器材の使用承諾については、別紙「工事に使用する材料及び製品の使用
承諾」について参照のこと。

事業者は、受注時または変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事について、工事実績情報システム（コリンズ）に基づ
き、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として作成した「登録のための確認のお願い」をコリンズから局にメール送信し、局の確
認を受けたうえ、受注時は契約後（余裕期間を適用した工事においては、工事の始期後）、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内
に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、
祝日等を除き１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。

変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみ変更の場合は、原則として登録を必要としない。
また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、コリンズ登録時に局にメール送信されるため別途提出の必要はない。なお、変更時と竣
工時の間が１０日間(土曜日、日曜日、祝日等を除く)に満たない場合は、変更時の登録を省略できるものとする。

事業者は、工事請負代金額に関わらず、下請、再下請を記載した「施工体系図：別途添付資料参照」を提出しなければならない。また、
工事を施工するために下請契約を締結するときは、その金額にかかわらず、建設業法施行規則第14条の２に従って記載した「施工体
制台帳」を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを局に提出しなければならない。

大分県が定める様式の電子データは、大分県ホームページ内（https://www.pref.oita.jp/soshiki/18700/syoruikansoka.html）

事業者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手方を大分市内に本店を有する者のうちから選定するよう努めなければなら
ない。なお、やむを得ず大分市外の業者を選定する場合は、理由書を提出すること。

事業者は、下請契約をする場合は、必ず下請工事着手前に下請契約を締結しなければならない。

事業者は、下請負人との契約にあたり下請負人（再下請負人を含む）の保険加入状況を把握し、未加入企業に対し保険の加入指導を
行うこと。

事業者は、指名停止期間中の者を下請負人とすることはできない。

本工事で使用する材料については、局の承諾を得ること。その際、コンクリート２次製品等については、設計図書に「参考図」等として示
されたものを含め、製品を指定するものではないことに留意すること。ただし、設計図書で特に定めのある場合を除くものとする。

事業者は、「土木工事の施工管理基準及び規格値」に定める「工事月報及び工事履行報告書作成要領」に基づき、工事履行報告書を
局に提出しなければならない。

なお、工程表の予定に対して実施に遅れが生じた場合又は遅れが予想される場合（概ね10％）、工法の変更等により工期末に影響が
生じる場合等においては、翌月以降の計画（フォローアップ、変更予定工程等）を記載すること。

事業者は、本工事着手前に、工事の施工に伴い第三者に与えた損害を填補する保険（請負業者賠償責任保険等）に必ず加入しなけ
ればならない。

なお、第三者への保険については、対人賠償はひとりにつき１億円以上、一事故については２億円以上、対物賠償は一事故につき３
千万円以上、免責金額は１０万円以内、さらに被保険者名を事業者・全下請人とすること。

また、建設業退職金共済組合に加入し、その掛金収納書を工事請負契約締結時に、局に提出しなければならない。さらに労災保険関
係の項目及び建設業退職金共済制度に関する標識を、現場関係者や公衆の見やすい場所に掲げるものとする。

建設機械器具に生じる損害を填補する保険、運送中の工事材料や建設機械器具等に生じる損害を填補する保険、工事作業員の身体
障害を填補する保険、工事目的物や、工事材料及び仮設物等に生じる損害を填補する保険（建設工事保険・土木工事保険・組立保
険・火災保険等）、等には、必要に応じ加入しその旨を通知すること。

なお、全ての工事において建設業許可を示す標識、及び各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を、工事関係者や公衆
が見やすい場所に掲げなければならない。

　○　「土木工事の施工管理基準及び規格値」　　　【令和2年10月  大分県土木建築部】
　○　「公園緑地施工管理基準」　【平成24年10月　大分県土木建築部】
　○　「電気設備工事（道路照明工事等）の施工管理基準及び規格値」　　　【平成29年10月  大分県土木建築部 農林水産部】

　○　「下水道土木工事の施工管理基準及び規格値」　【平成31年4月　大分市上下水道局総務課契約監理室】



第１０条 （配置技術者に関する情報公開）

第１１条 （現場代理人の工事現場への常駐）
（１）

　①　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間。
　②　契約書第２０条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の施工を一時中止している期間。
　③　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間。
　④　上記のほか、工事現場において作業等が行われていない期間

（２）

第１２条 （現場代理人の他工事との兼任）
（１） 本工事は、契約書第１０条に規定する現場代理人の工事現場への常駐義務につき、特に本局が認めた

（他の工事と兼任できる）場合に 該当しない

第１３条 （主任（監理）技術者の要件及び専任を要する期間等）
（１）

（２）

（３）

（４）

第１４条 （建設リサイクル法の適用）
（１） 建設リサイクル法に基づく各種様式の提出が必要な工事に
（２）

（３）

第１５条 （建設副産物の処理）

現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障なく、局との連絡体制が確保され、かつ、次に該当する場合等工
事現場において作業が行われていない期間は、局が認めた場合に工事現場における常駐を要しないことができる。

現場代理人と主任（監理）技術者を兼任している場合において、局と事業者の間で書面により明確になっていることを条件に、前項第３
号に該当し、本工事及び他の同種工事に係る製作を、期間が重複し同一工場内で一括して管理する場合においては、他の同種工事
の主任（監理）技術者を兼任できるものとする。

ただし、本工事と現場代理人を兼任できるのは、本局の定める要件をすべて満たすものとして現場代理人兼任届出書により本局の承
諾を得た工事に限る。

　③　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間については、配置技
術者の工事現場への専任を要しない。なお、工場製作のみが行われている期間については、監督員との協議において定める。

　④　配置技術者は、原則として完成期限まで工事現場への専任を要するものとするが、完成期限までに検査が完了した場合（局の都
合により検査が遅延した場合を除く）については、その後の事務手続き、後片付け等の期間における工事現場のへの専任を要しない。
なお、検査が完了した日とは、局が工事の完成を確認した日（検査結果通知書における検査年月日）とする。

前項③に該当する場合において、本工事及び他の同種工事に係る製作を同一の者が主任（監理）技術者として、期間が重複し同一工
場内で一括して管理する場合に限り、本工事または他の同種工事の現場代理人であっても、主任（監理）技術者として配置することが
できるものとする。

本工事の落札者は、「現場代理人及び主任（監理）技術者等選任（変更）通知書」を落札決定から7日以内に局に提出すること。また、
提出にあたり、当該配置技術者と直接的に雇用関係を有すること又は雇用関係を証する客観的資料として、健康保険被保険者証等の
写しを添付しなければならない。

該当する（但し、請負代金額が500万円未満は除く）

　本工事における配置技術者氏名に係る情報公開請求がなされた場合は、元請人又は下請人を問わず、情報公開の対象とする。

本工事の落札者が、上記要件を満たす主任（監理）技術者を配置できない場合は、契約を締結しないこととなるため契約辞退届けを局
へ提出すること。

また、落札決定後に上記要件を満たす主任（監理）技術者を配置できずに契約の締結ができないときは「大分市建設工事等に係る指
名停止等の措置に関する要領」に基づき、指名停止措置となることがある。

事業者は、建設業法２６条に定める主任（監理）技術者として、直接的な雇用関係を有するものを配置しなければならない。なお、配置
期間は工期の始期日から工事目的物の引渡しの日までとする。

　また、落札価格（税込み）が３，５００万円以上の場合は、本工事に専任で配置しなければならない。ただし、配置技術者の専任期間
については、契約工期を原則とし、次のとおり取り扱う。

　①　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、配置技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、局と
の協議において定める。

　②　契約書第２０条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の施工を一時中止している期間については、配置技術者の工事現
場への専任を要しない。なお、工事の全部の施工を一時中止している期間については、局との協議において定める。

　また、工事完了後には、速やかに「再生資源利用実施書（様式１）」、「再生資源利用促進実施書（様式２）」を局に提出するものとし、
国土交通省公開の「様式エクセルファイル」を使用した場合は、併せてデータを局に提出するものとする。

　なお、収集、運搬、処分のいずれか又は全部を他に委託する場合は、知事または大分市長に当該業務の許可を受けた処理業者に
限るものとする。また、業務が大分市外におよぶ場合は知事の許可をうけた処理業者に限るものとする。

　ただし、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成２２年法律第３４号）」第２１条の３第３項に該当する場合
はこの限りでない。

本工事は建設リサイクル法に基づき、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルトコンクリー
ト）にかかる分別解体・再資源化等を遵守すること。

工事着手にあたってはあらかじめ説明書及び分別解体等の計画書面を作成し、局への説明及び確認を受けて提出すること。また、特
定建設資材の廃棄物の再資源化が完了したときは、局に書面で報告すること。
(建設リサイクル法第18条の報告書については、再生資源利用促進実施書及び再生資源利用実施書に必要事項が記載さていれば別
途提出は不要とする。)

対象建設工事の事業者は、当該工事の全部又は一部を他の建設業者に請け負わせようとするときは、他の建設業者に説明書及び分
別解体等の計画書面に記載した事項を告げなければならない。

　事業者は、「建設副産物適正処理推進要綱の改正について（国土交通事務次官通達、平成１４年５月３０日）」、「公共建設工事にお
ける再生資源活用の当面の運用について（平成１４年５月３０日）」を遵守して、「再生資源利用計画書（様式１．イ）」及び「再生資源利
用促進計画書（様式２．ロ）」を国土交通省公開の「様式エクセルファイル」又は「コブリス」（登録費は自己負担とする）で作成し、施工計
画書に添付のうえ、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図るものとする。

　工事施工中に「再生資源利用計画書（様式１・イ）」及び「再生資源利用促進計画書(様式２．ロ）」に記載されている再生特定建設資
材及び再資源化予定の建設副産物を再生利用ができなくなる場合は、「理由書」を作成し局に協議しなければならない。



第１６条 （建設発生土の処理）
　建設発生土の処理は前条（建設副産物の処理）によるほか、下記のとおりとする。

（１）

（２）

（３）

（４）

（５） 事業者は、特定事業の事業者に提出した上記４）の書類の写しを、局に提出するものとする。
（６）

（７）

（８）

第１７条 （段階確認）

　なお、段階確認は事業者が事前に確認した後に行うことを原則とする。
段階確認

※その他必要と思われる項目については、別途協議することとする。
（該当しない）
第１８条 （中間検査）

　ただし、中間検査の実施時期については、協議のうえ局が定めるものとする。

第１９条 （現道工事現場等の交通誘導警備員）

　また、事業者は、上記のことを示す資料を局に現地着手前に提出すること。

（参考）　（大分市内）

（大分市全域）
（大分市全域）
（大分市全域）
（大分市全域）
（大分市全域）

（大分市全域）

（大分市全域）

土工 現場密度 埋戻時
路盤工 プルフローリング 路盤完了時

事業者は、「大分県土砂等のたい積行為の規制に関する条例（平成１８年１１月１日施行。以下「土砂条例」という）」の主旨を尊重し、
公共工事において発生する建設発生土の適切な処理を行うことにより、生活環境の保全に努めるものとする。

なお、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画（国土交通省平成１５年１０月）」に沿って、建設発生土の工事間利用を促進するこ
とを原則とする。

土砂条例における「特定事業」とは土砂等のたい積行為に供する区域以外の場所から採取された土砂等を使用し、たい積行為を行う
事業であって、土砂等のたい積行為に供する区域の面積が３，０００㎡以上であるものをいう。

　本工事で配置する交通誘導警備員は、交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員または二級検定合格警備員または、交通誘
導に関し専門的な知識及び技術を有する警備員等を配置すること。但し、大分県公安委員会が道路における危険を防止するため必要
と認める交通誘導警備業務として定めた路線区間において,交通誘導警備業務に従事する場合の交通誘導警備員は、交通誘導警備
業務を行う場所ごとに１名以上は一級検定合格警備員または二級検定合格警備員を配置すること。

事業者は、建設発生土の搬出を伴う工事の施工に際しては、前条（建設副産物の処理）により、搬出先について密に局と協議を行うも
のとする。

事業者は、特定事業に搬入する場合、搬入に先立って、土砂条例第１４条の規定による同条例規則第7号様式「採取元証明書」を作成
し特定事業の事業者に提出するものとする。

　なお、局の指示により土壌調査を行った場合、もしくは５，０００m3以上の建設発生土を搬入する場合は、土砂条例第１４条の規定に
よる「安全基準適合証明書」（同条例規則第２号様式「検査試料採取調書」及び当該検査に係る計量証明書（計量法第１０７条の登録
を受けた計量証明事業者が交付したものに限る））を添付するものとする。

事業者は、工事中に建設発生土を「再生資源利用促進計画書」に記載した搬出先以外の場所に搬出する必要が生じた場合、速やか
に「理由書」を作成し局に協議を行うとともに、上記３）～５）を行うものとする。

事業者は、特定事業場へ搬出する場合、特定事業場の区域内において当該工事から搬出した建設発生土と他の土砂が区分できるよ
うに努めるよう特定事業場に要望すること。

事業者は、特定事業場以外へ搬出する場合においては、既存法令等を遵守しなければならない。また、特定事業場以外の搬出箇所に
おいても、当該工事から搬出した建設発生土と他の土砂が区分できるように努めること。

　事業者は、受託した施工監理業務以外の工種においては段階確認を受けなければならない。この際、事業者は種別、細別、確認の
予定時期を局に書面により報告しなければならない。ただし、段階確認の実施時期及び実施箇所は局が定めるものとする。

工　　　種 種　　　　別 細　　　　別 確　認　時　期

下水道

資　　　　　格 資　　格　　要　　件
交通誘導警備業務に係る 改正警備業法による検定合格者
　　　　　　　　　一級検定合格警備員

　本工事は、土木工事共通仕様書第1編１－１－２２　中間検査の対象工事とする。下記の工種の施工段階において、中間検査を実施
するものとする。

工　　　種 種　　　　別 細　　　　別 確　認　時　期

　　　　　または二級検定合格警備員
　　　　　交通誘導に関し専門的な知識 ・警備業法における指定講習を受講したもの
　　　　　及び技術を有する警備員等

・警備業等における基本的教育及び業務別教育（警備
業法第２条第１項第２号の警備業務）を現に受けている
者で交通誘導に関する警備業務に従事した期間（実務
経験年数）が１年以上であるもの。

県道

　平成２７年４月１日現在で大分県公安委員会が道路における危険を防止するため必要と認める交通誘導警備業務として定めた路線
区間

路　　　線　　　名

一般国道

（大分市（大分市大字市407 番地先から大分市大字木
上394 番地先まで及び大分市大字木上394 番地先か
ら大分市大字廻栖野122 番地先までを除く。））

　　１０号
　　５７号
　１９７号
　２１０号
　２１７号
　４４２号

（大分市（大分市大字賀来1326 番地先から由布市挾間
町下市419 番地の3 先までを除く。））

　大在大分港線
　大分挟間線

　鶴崎大南線



第２０条 （工事の表示）

　工事の標示にあたっては、原則として、次に示す事項を標示する標示板を工事区間の起終点等に設置するものとする。
（１） 工事の内容及び工事場所名

　工事内容、目的及び工事を実施する場所等を標示する。
（２） 工事期間

　契約上の工期にとらわれることなく、実際の工事が終了する予定日（工期内）、工事時間帯を標示する。
（３） 工事種別

　工事種別を標示する。
（４） 施工主体

　施工主体及びその連絡先を標示する。
（５） 施工業者

　施工業者及びその連絡先を標示する。
（６） その他

①　工事の標示方法に関する詳細事項については、別途、局の指示によるものとする。

③　工事標示板等に使用する材料は、高輝度反射式又は同等以上のものを使用すること。
※工事の標示について詳細に示す「土木工事現場における標示施設等の設置基準」及び標示例は、
大分県ホームページ内（　http://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/109761.pdf　）を参照のこと。

第２１条 （労災事故等の対応と報告）

第２２条 （舗装の切断作業時に発生する排水処理）

第２３条 （路上工事縮減対策）

　令和４年に関しては、下記のとおりとする。
（　４月２８日（木）　２２時　～　　５月  ６日（金）　９時）
（　８月１２日（金）　２２時　～　　８月１６日（火）　９時）
（１２月２８日（水）　２２時　～　　１月　４日（水）　９時）
（　２月２８日（火）　２２時　～　　４月　３日（月）　９時）
別途、局と協議するものとする。

⑥その他

　ただし、上記期間は若干の変動が生じることがあるので、その場合は局の指示に従うこと。

　なお、令和５年以降は別途、局と事業者が協議し決定する事とする。

第２４条 （ゴム製品等の品質確認等）
（１） 事業者は、東洋ゴム化工品㈱及びニッタ化工品㈱で製造された製品や材料（以下、ゴム製品等とする。別表参照）を

用いる場合には、同社が製造するゴム製品等に対して事業者が指定した第三者（東洋ゴム化工品(株)と資本面・人事面
で関係がない者）によって作成された品質を証明する書類を提出し、局の確認を得るものとする。
　なお、事業者は、品質証明にあたって実施すべき試験及び検査、並びに製品に応じて必要な規格について調査した上で
局と協議すること。
（試験名と計測項目の例）

（２） 東洋ゴム化工品㈱及びニッタ化工品㈱でで製造されたゴム製品等を用いる場合に、同社が製造するゴム製品等に対
して事業者が指定した第三者による品質証明書類を提出し監督員の確認を得た場合であっても、後に製品不良等が判
明した場合に事業者の瑕疵担保責任が免責されるものではない。
別表

※代表的な製品例である

　事業者は、工事に関する工事情報をわかりやすく提供するとともに、工事現場における安全かつ円滑な運行を確保するため、標示施
設、防護施設の設置及び管理を行わなければならない。

②　工事を実施するにあたり、防護施設の設置、迂回路の標示等が必要な場合は、局と協議し、必要な措置を講じるものとし、これら施
設を良好に管理すること。

③年末年始期間
④年度末
⑤土木の日（11月18日）

※必要時応じて期間を記載すること

　また、災害復旧その他緊急やむを得ない理由により工事を行うもの又は通行規制解除が困難なものとして道路管理者及び、局双方
が認めるものは、この限りではない。

　事業者は、建設工事等の施工中に労災事故等が発生した場合は、負傷者の救護措置（救急車の手配を含む。）及び二次災害の応
急防止措置をとったうえ、直ちに局に通報するとともに、所轄の警察署、労働基準監督署、消防署その他の関係機関等に通報した後、
原則として事故発生の翌日までに事故報告書（様式第１号）を、事故発生日から起算して７日以内に事故報告書（様式第２号）を局に
提出しなければならない。

http://www.city.oita.oita.jp/o222/rousaijiko.html

　本工事の施工においては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）」に基づき、舗装の切断作業時に発生
する排水の適正な処理を行うものとする。

　路上工事縮減対策を目的とする下記①～③の期間中は、通行規制及び通行制限を行う工事は行わないこととし、下記④の期間中
で、直轄国道以外は通行規制及び通行制限を行う工事を抑制すること。また、下記⑤の期間中は、作業実施の抑制に努めること。な
お、本工事の工事期間は本条の取扱を考慮し設定される。

①Ｇ．Ｗ期間
②お盆期間

圧縮永久ひずみ試験 圧縮による残留歪み
製品検査 外観、寸法、性能

製品及び材料名
防振ゴム ディーゼルエンジン用防振ゴム

試験名 計測項目
通常状態での試験（常態試験） 硬さ、比重、引張強度、伸び
熱老化試験 熱老化前後での変化率（硬さ、比重、引張強度、伸び）

落橋防止用ゴム
道路資材 車止め（ガードコーン）

視線誘導標・車線分離標

ゴム製軸継手
産業機械用空気ばね

芝保護材

大分市ホームページ内(大分市上下水道局建設工事等に係る労災事故等の対応についてお知らせします)を参照

弾性舗装材 ゴムチップ舗装材
建築防水資材

http://www.pref.oita.lg/soshiki/18700/tokki-syorui.html
http://www.city.oita.oita.jp/o222/rousaijiko.html


（該当しない）
第２５条 （１日未満で完了する作業の積算）

（１） 「１日未満で完了する作業の積算」（以下、「１日未満積算基準」と言う。）は、変更積算のみに適用する。
（２）

（３）

（４）

第２６条 （工事写真の小黒板情報電子化について）
（１）
（２）

（３）
（４）

第２７条 （熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行について）

（１）

第28条 (提出書類)
（１） 事業者は、工事書類として別紙「工事書類一覧表(参考)」に揚げる資料を提出するものとする。

なお、提出資料については、事前に監督員に確認を行うこと。
（２） 本工事で使用した建設発生土等について、残土、仮置き土及び購入土調書を別紙様式に基づき作成し、工事完成時に提出すること。

第29条 （書類の簡素化について：試行）
（１）

　　　【工程管理資料】

 　　 【品質管理資料】

・生コンクリートについても同様の扱いとし簡素化の対象とする。
      【段階確認立会資料】

      【安全管理資料】

      【その他】

（２）

　　　【工事打合せ簿】

　　　【建退共関係資料】
・受け払い簿は提出とするが、出面表、受領書、辞退届は原本を提示するものとする。
・手帳の原本及び写しは提示・提出は不要とする。

　　　【施工計画書】
・大分市上下水道局で取組む「維持工事等簡易な工事に係る施工計画書の簡素化の試行について」を適用すること。
http://www.city.oita.oita.jp/o222/ijikoujitoukanninakouzinikakarusekoukeiakusyonokannsokanosikounituite.html

第30条 (法定外の労災保険の加入対象工事)

第31条
　法定福利費等経費の適切な確保並びに法定福利費を適切に負担する事業者による公平で健全な競争環境を確保する観点から、工事価
格の内数として法定福利費を明示した請負代金内訳書を提出すること。ただし、予定価格130万円以下の場合は、請負代金内訳書の提出
は求めないものとする。
　なお、法定福利費とは、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の法定の事業主負担額のことをいう。

第32条 （ワンデーレスポンスの試行）
（１）

・局が立会した場合においても、立会状況写真は提出する。

・新規入場者教育等の活動報告書、社内パトロールの実施記録一覧表に記載した実施資料は検査時に提示する。

事業者は、対象の施工パッケージ型積算基準と乖離があった場合に、１日未満積算基準の適用について局と別途協議を行うものとす
る。

他工種の作業と組合せて１日作業となる場合や事業者の都合により１日未満の作業となった場合については、１日未満作業基準は適
用しない。

  局は、事業者からの質問、協議への回答は、基本的に「１日以内」に回答するよう対応する。ただし、１日以内の回答が困難な場合
は、いつまでに回答が必要なのかを事業者と協議のうえ、回答期限を設けるなど、何らかの回答を「１日以内」にする 。

・フォローアップが必要な場合の履行報告は工事月報・出来高進捗率の算出表・工程表・写真を提出する。

なお、使用した製造時期の検査済証をもって必要な試験成績書とすることができる。

・コブリス利用時においても、再生資源利用実施書／利用促進実施書は提出する。
安全管理資料、建設副産物、その他に関する提示資料について

・提示資料についても、検査を円滑に進めるため書類完成時に一時的に提出するよう努めること。但し、この場合においても、提示対
象資料に背表紙やインデックス等の体裁を整る必要はない。

・材料承認時に添付した資料に適合しない製造時期の製品を使用した場合は、必要な試験成績書を提出する。

・工事履行報告書がそれを兼ねるものとし「実施工程表」の提出を省略できるものとする。
・予定作業日数（休日含む）が１月に満たない工事の履行報告を省略できるものとする。

・立会願いや段階確認等、軽易な事務連絡については、電話・電子メール等によることができる。その受送信記録の管理は不要とする。
　なお、電子メールについては、容量の問題もあることからファイル添付は不可とする。

　　本工事において、事業者は事業者及び全下請負人を対象とした法定外の労災保険に加入しなければならない。但し、これにより難い場合
は別途局と協議すること。また、保険契約を締結した場合は、速やかにその証券又はこれに代わるものを局に提示すること。

（法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出)

・毎月の履行報告は計画工程どおりに進捗管理されている工事に限り実施工程表のみによることができる。

本工事の提出書類については、大分県が定める工事書類簡素化の手引きに準ずる。但し、以下の項目を追加する。また、情報共有シ
ステム及び電子納品については対象外とする。

手引き等は、大分県ホームページ内（https://www.pref.oita.jp/soshiki/18700/syoruikansoka.html）

本工事は、工期内における真夏日（施工現場から最寄りの気象庁地上観測所による日最高気温が３０度以上）の割合に応じた現場管
理費の補正について変更を請求することができる。（夜間工事においては作業時間帯の最高気温が３０度以上を真夏日とする。）
但し、新型コロナウィルス対策に伴う対応を実施している工事の真夏日については、最寄りの気象庁観測所による日最高気温が28度
以上を対象とする。（夜間工事においては作業時間帯の最高気温が２８度以上の場合とする。）

なお、請求する場合は、以下の手続きを行い、これにより難い場合は別途協議すること。
・施工計画書に、現場における具体的な熱中症対策を記載すること。
・工事着手後、施工計画書に記載された熱中症対策が適切に実施されているか、立会又は資料等で局に確認を受けること。
・上記手続きを行った後の請求期限は、工期末又は履行期間の末日より１４日前までとし、請求日以前の真夏日を対象とする。

事業者は協議に当たって、１日未満積算基準に該当することを示す書面その他協議に必要となる根拠資料（日報、実際の費用がわか
る資料等）を監督員に提出すること。実際の費用がわかる資料（見積書、契約書、請求書等）により、施工パッケージ型積算基準との乖
離が確認できない場合には、１日未満積算基準は適用しない。

本工事で工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、局の承諾を得ること。

事業者は、小黒板に必要な項目の電子的記入ができ、信憑性確認（改ざん検知機能）を有する機器・ソフトウェア等を使用すること。な
お、信憑性確認（改ざん検知機能）は、「電子政府における調達のために参照すべき暗号のリスト（CRYPTREC暗号リスト）」に記載して
いる技術を使用していること。

高温多湿、粉じん等の現場条件の影響により、対象機器の使用が困難な工種については、別途局と協議すること。
事業者は局が求めた場合には、URL（http://www.cals.jacic.or.jp/CIM /sharing/index.html）のチェックシステム（信憑性チェックツール）
又は、チェックシステム（信憑性チェックツール）を搭載した工事写真ソフトウェアや工事写真ビューアソフトを用いて信憑性確認を行い、
その結果を完成時に局に提出すること。なお、提出された信憑性確認の結果を、局が確認することがある。

（該当しない）

http://www.city.oita.oita.jp/o222/ijikoujitoukanninakouzinikakarusekoukeiakusyonokannsokanosikounituite.html


（２）

（３）

（４） 　局側からの「指示」等に対する事業者の対応も「ワンデーレスポンス」の主旨により対応すること。
第34条 （新技術・新工法の活用）

（１） 本工事は、新技術活用支援施策に基づく、新技術・新工法活用工事である。
（２） 本工事で実施する新技術・新工法は（工種）○○○、（種別）○○○、（細別）○○○の○○○工法とする。
（３）

（４）

第35条 （工事の広報、研修について）

本工事では、新技術・新工法の施工に当たり、局が示す「施工実態調査」を行う。なお、調査要領方法等については、契約締結後、局
の指示によるものとし、指示された資料については引渡し書類の一部とし他の書類と合わせて提出すること。

【（４）以降は国土交通省による支援施策関連資料及び九州地方整備局に作成依頼による仕様書記載例を参考にして、活用する新技
術・新工法に関わる具体的な内容を記載すること。】

　本工事は、公共事業が果たす役割や必要性の広報及び、建設技術者の技術向上を目的とした現場研修（現場見学会等）の対象工
事である。

　事業者は施工中に現場見学会等の依頼や要望があった場合は、局に報告するとともに、日程の調整を行いこれに協力するよう努め
ること。

  事業者は、計画工程表の提出にあたり、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握できる工程管理方法について、局と協議をお
こなうこと。

  事業者は工事施工中において、問題が発生した場合や計画工程と実施工程を比較照査して差異が生じた場合は、速やかに的確な
状況の資料等を作成し文書にて局へ報告すること。

  局は、事業者からの質問、協議への回答は、基本的に「１日以内」に回答するよう対応する。ただし、１日以内の回答が困難な場合
は、いつまでに回答が必要なのかを事業者と協議のうえ、回答期限を設けるなど、何らかの回答を「１日以内」にする 。



１． 生コンクリートの使用承諾は、表１によるものとする。
            生コンクリートの使用承諾時の添付書類（表１）                                             

監査会議 工事検査室 合格証及び
添付書類                「合格証」 「確認済証」 確認済証　

交付工場の 交付工場の 未交付工場の
ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ （注３）

　合格証、確認済証の写し          ○ ○

　ＪＩＳ表示認定証の写し  ○

　配合計画書(配合計算書を含む)            ○ ○ ○ ○

　過去６ヶ月間の品質管理資料

　（注１）                

　QMR（品質管理責任者）、コンク
　リート技士及び主任技士の資格
　証等の写し
　材令２８日の圧縮強度試験成

　績書(注２)           

　　合格証とは、大分県生コンクリート品質管理監査会議が監査を実施し、合格した工場に
　交付されるものである。（県外の監査合格工場で審査委員会で認められた工場は、当該県
　の監査合格証とする。）
　　確認済証とは、「大分県土木建築部及び農林水産部が発注する工事に使用する生コンク
　リートの工場検査要領」第６条に基づいて交付されるものである。
(注１) 前記「工場検査要領」第３条（２）のうち、次に掲げる項目とする。
　　　　骨材、セメント及び混和剤の試験成績書
　　　　アルカリシリカ反応の試験成績書　　　　　　　　　　　　　
　　　　圧縮強度、スランプ、空気量及び塩化物含有量の試験結果、Ｘ－Ｒ管理図及びヒ
    　ストグラム
　　　　ただし、過去６ヶ月間に試験が行われなかった項目は、最新の試験成績書とする。
(注２) 試験練りで作成した供試体について、県の定める公的試験場での試験、又は監督
　　　　員立会による工場での試験によること。

(注３) ＪＩＳＡ５３０８以外のコンクリート又は非ＪＩＳ工場で製造されるコンクリートについて、
　　以下の手順に従って監督員の確認を得るものとする。
　　・　施工計画書に試験練り及び試験方法を記載
　　・　配合設計の提出
　　・　骨材試験成績書、セメント試験成績書、コンクリート用化学混和剤試験成績書の提出
　　・　試験練り（監督員立会）
　　・　スランプ、空気量、圧縮強度試験及び塩化物含有量の各試験
　　・　材令２８日の圧縮強度試験（上記(注２)による）
　　・　現場搬入時のスランプ、空気量、及び塩化物含有量の各試験、及び供試体の採取

　なお、合格証及び確認済証を交付された工場においては、土木工事共通仕様書第１編
「共通編」３－３－２「工場の選定」の２．に規定する「配合の臨場」を省略できるものとする。

　大分県生コンクリ－ト品質管理監査会議における「合格証(○適ﾏ-ｸ)」や大分県工事検
査室の「確認済証」は生コン工場の管理体制や工程・設備管理等に対して交付を行うも
ので、各製品に対しては、事業者および局で十分に内容を確認すること。

○ ○

工事に使用する材料及び製品の使用承諾について

ＪＩＳA5308の認証取得工場のﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ JISA5308以外の
ｺﾝｸﾘｰﾄ又は非
JIS工場で製造さ
れるｺﾝｸﾘｰﾄ

○ ○

○



２． コンクリート二次製品の使用承諾は、表２によるものとする。
　　　　　　　　　コンクリート二次製品の使用承認時の添付書類（表２）                                       

非ＪＩＳ工場
添付書類                検査済証交付工場の製品 検査済証未 の

検査済証 その他 交付工場(注 製品
交付製品 の製品 ４)の製品 （注５）

　検査済証の写し          ○

　ＪＩＳ表示認定証の写し  ○ ○

　形状、寸法、重量、配筋等を
　示す仕様及び図面

　配合報告書(配合計算書を含む)            ○ ○ ○ ○

　過去６ヶ月間の品質管理資料
　（注１）                
　鉄筋ミルシート ※○ ○ ○
　製造過程写真（注２） ○
　QMR（品質管理責任者）、コンク
　リート技士及び主任技士の資格
　証等の写し

　材令２８日の圧縮強度試験成
　績書(注３)           
　　検査済証とは、「大分県土木建築部及び農林水産部の発注工事に使用するコンクリート二次製品
　　の検査要領」第６条に基づいて交付されるものである。
(注１) 前記「工場検査要領」第３条（３）のうち、次に掲げる項目とする。
　　　　ア． 形状、寸法、重量及び強度試験結果
　　　　イ ．骨材、セメント及び混和剤の試験成績書
　　　　ウ． アルカリシリカ反応の試験成績書
　　　　エ． 圧縮強度、スランプ、空気量及び塩化物含有量の試験結果、Ｘ－Ｒ管理図及びヒ
　　　ストグラム
　　　　ただし、過去６ヶ月間に試験が行われなかった項目は、最新の試験成績書とする。
　　　　※検査済証交付工場における、その他の製品については、工場検査申請書類
　　 　 に添付がある上記イ・ウ・エの資料及び鉄筋ミルシートについては、合格した旨
　 　 を明記することにより、省略することができる。
(注２) 配筋、型枠、コンクリート打設、養生、完成、保管状況を示す写真とする。
(注３)試験練りで作成した供試体について、県の定める公的試験場での試験、又は監督
　　　員立会による工場での試験によること。

(注４)検査済証が交付されていないＪＩＳ表示工場で製造されるコンクリート二次製品につ
　　いては、下記によるものとする。
　　　①　コンクリートについては、表１に掲げる過去６ヶ月間の品質管理資料を添付するも
　　　　　のとする。
　　　②　形状、寸法、外観及び重量の検査、並びに次に掲げる製品に相当するもの又は
　　　　　それ以上の重要構造物の強度（載荷）試験又は破壊試験は、事業者が臨場して
　　　　　行うものとする。
　　　　・コンクリートブロック（抜き取りコアの圧縮強度試験）
　　　　・Ｕ型側溝、縁石、等（破壊試験）
　　　　・ボックスカルバート、自由勾配側溝、管渠型側溝、等（載荷試験）
　　　　・Ｌ型擁壁、等（載荷試験）
　　　　　ただし、当該年度内に、大分県土木建築部の定める公的試験場が発行する試験
　　　　書又は他の公共工事で局立会により行った試験結果書をもって試験に替える
　　　　ことができる。

(注５) 非ＪＩＳ工場で製造するコンクリート二次製品については、下記によるものとする。
　　　①　コンクリートについては、第３項の「ＪＩＳＡ５３０８以外のコンクリート又は非ＪＩＳ工場
　　　　　で製造されるコンクリート」に準じるものとする。
　　　②　製品の配筋検査及び製造過程の写真管理は、事業者が行うものとする。
　　　③　形状、寸法、外観及び重量の検査、並びに製品の強度試験又は破壊試験は、監
　　　　　督員が臨場して行うものとし、上記(注４)の②に準じるものとする。

○

ＪＩＳ表示認証書を有する工場の製品

○ ○ ○ ○

※○ ○ ○

○ ○



３． 鋼材等の使用承諾は、以下によるものとする。
　　　①　鉄筋コンクリート用棒鋼については、専門業者の加工工場で加工される場合を含
　　　　　め、事業者は、材料の加工場への搬入時に、材料に添付された製造番号等と品質
　　　　　証明書を照合し、写真管理を行うものとする。
　　　　　　また、重要構造物に使用される材料の主要な部分等について、上記に示す材料
　　　　　に添付された製造番号等と品質証明書の照合及びその写真管理ができない場合
　　　　　に限り、監督員による抜取りを行い、大分県建設技術センターで引張試験、曲げ試
　　　　　験を行うものとする。
　　　②　鋼管杭、鋼矢板及び構造用鋼材については、現場搬入時に材料に添付された製造
　　　　　番号等と品質証明書を照合し、写真管理を行うものとする。
　　　　　ただし、使用数量が少ないなど上記の照合ができない場合はその限りでない。
　　　③　その他の鋼材については、上記②によるものとする。

            アスファルト混合物の使用承諾時の添付書類等（表3）                                             

【材料承認時】

　配合設計書（提出） ○

　材料試験成績書（提出） ○

　品質証明資料（提出） ○

　試験練り報告書（提出）　　（注４） ○

【施工前】

　基準密度（提出） ○

　排出時温度（提出） ○

（注１）(公財)大分県建設技術センターの認定証とは、大分県アスファルト混合物事
　　 前審査要領に基づき、同センターが発行するものである。

（注２）九州地方整備局長が指定した審査機関の認定証とは、福岡県で国方式によ
　　  り実施されているアスファルトルト混合物事前審査制度による認定証を指す。
　　　  同認定証は、大分県アスファルト混合物事前審査要領第１９条において、(公
　　 財)大分県建設技術センターの認定証と同様のものとして取り扱うこととしている。

（注３）表3中において、「左記の事前審査制度の認定証を受けていないアスファ
　　  ルト混合物」については、土木工事共通仕様書により材料承認時に配合設計
　　　書、材料試験成績書及び品質証明資料を監督員に提出し、承諾を得た後に
　　　試験練りを行う。また、施工前に基準密度、排出時温度について監督員の承
　　  諾を得なければならない。ただし、小規模工事（施工面積1,000ｍ2未満）にお
　　  いては、過去１年以内の使用実績または定期試験による配合設計書、試験
　　  練り及び試験結果の提出により、工事毎の配合設計、試験練り及び基準密度
　　  の試験を省略することができる。
　　  （土木工事共通仕様書　第３編　２－６－３、２－６－７の５）

（注４）試験練り報告書は自由様式とする。なお、耐流動性混合物は、(公財)大分県
　　 建設技術センターでホイールトラッキング試験を行い、その試験書を添付する。

　認定証の写し（材料承認で提出） ○（注1） ○（注２）

　４．アスファルト混合物の使用承諾は、表3によるものとする。

添付書類等

事前審査制度認証混合物 左記の事前審
査制度の認定
証を受けてい
ないアスファ
ルト混合物
（注３）

(公財)大分県
建設技術セン
ターの認定証
を受けた混合
物

九州地方整備
局長が指定し
た審査機関の
認定証を受け
た混合物



①　下水道用資器材の使用承諾は、表４によるものとする。

検査済証 検査済証 検査済証

検査済証 その他 未交付工場 交付工場 未交付工場

交付製品 の製品 及び製品 及び製品 及び製品

検査済証及び納入許可書の写し ○ ○

下水道用資器材製造認定書の写し ○ ○ ○

形状、寸法、重量、配筋等を

示す仕様及び図面

配合報告書（配合設計書） ○ ○ ○ ○ ○

過去6ヶ月間の品質管理資料

（注１）

鉄筋ミルシート ○ ○ ○

製造過程写真（注２） ○

QMR（品質管理責任者）、コンクリート

技士及び主任技士の資格証当の写し

材令28日の圧縮強度試験成績書

（注３）

検査済証及び納入許可証とは、大分市上下水道局の「下水道用資器材検査要領」に基づいて交付されるものである。

(注１)　次に掲げる項目とする。

　　　　形状、寸法、外観及び重量の検査結果、

　　　　製品に応じて必要な強度試験又は破壊試験結果、

　　　　骨材、セメント及び混和剤の試験成績書、

　　　　アルカリシリカ反応の試験成績書、

　　　　圧縮強度、スランプ、空気量及び塩化物含有量の試験結果、Ｘ－Ｒ管理図及びヒストグラム

　　　　ただし、過去６ヶ月間に試験が行われなかった項目は、最新の試験成績書とする。

(注２)　配筋、型枠、コンクリート打設、養生、完成、保管状況を示す写真とする。

(注３)　県の定める公的試験場での試験、又は監督員立会による工場での試験によること。

②　検査済証が交付されていない下水道用資器材認定工場で製造される製品については、下記によるものとする。

　1）コンクリートについては、表１に掲げる過去６ヶ月間の品質管理資料を添付するものとする。

　2）形状、寸法、外観及び重量の検査、並びに次に掲げる製品に相当するもの又はそれ以上の重要構造物の強度

　　（載荷）試験又は破壊試験は、事業者が臨場して行うものとする。

　　　ただし、当該年度内に、大分県土木建築部の定める公的試験場が発行する試験書又は他の公

　　共工事で局立会により行った試験結果をもって試験に替える又は他の公共工事で局立

　　会により行った試験結果書をもって試験に替えることができる。

③　検査済証が交付されていない非下水道用資器材認定工場で製造される製品については、下記によるものとする。

　1)コンクリートについては、「1　生コンクリート(注3)」の「ＪＩＳＡ５３０８以外のコンクリート又は非ＪＩＳ表示工場で製造され

　　るコンクリート」に準じるものとする。

　2)製品の配筋検査及び製造過程の写真管理は、事業者が行うものとする。

　3)形状、寸法、外観及び重量の検査、並びに製品の強度試験又は破壊試験は、監督員が臨場して行うものとし、

　　「2　コンクリート二次製品(注4)の②」に準じるものとする。

　5．下水道用資器材について

下水道用資器材製造認定工場

検査済証交付工場

非認定工場

添付書類

下水道用資器材の使用承認時の添付書類（表４）

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○



現　場　説　明　書

　　　　　　　　　　・施工条件明示一覧表

　　　　　　　　　　・現場説明書（内容説明）



条件の 条件の

明示項目 制      約      条      件      等 有・無 明示項目 制      約      条      件      等 有・無

工程関係 １ 関連する別途工事との関連、制約 無 建設副産物 １ 残土処分の指定 有

２ 施工時期の制約、施工方法の制限等 有 関係 ２ 建設副産物の現場内利用等 無

３ 関係機関との協議 無 ３ 建設廃棄物等の処分条件 無

４ 地下埋設物の事前調査 有

５ 埋蔵文化財等の事前調査 無 工事支障 １ 占用物件等の移設、撤去等 無

用地関係 １ 未処理用地等による工事着工の制限 無 物　件　等 ２ 占用物件等の重複施工 無

２ 仮設ヤード等の使用条件 有 排水工関係 １ 濁水・湧水の処理条件 有

公害関係 １ 公害防止のための制限 有 ａ 再生資源の利用 有

２ 排水の処理条件 無 建設 ｂ 建設発生土の利用 無

３ 家屋等の事前、事後調査 有 リサイクル法 ｃ 指定副産物の搬出 無

４ 地下水、湧水等の処理条件 無 ｄ 特定建設資材の分別解体等・再資源化等 有

安全対策 １ 交通誘導警備員等の指定 有 ｅ その他 有

関係 ２ 交通安全施設、保安施設の指定及び作業制限 有 １ 工事用資機材等の保管方法等 無

３ 近接公共施設との関連及び作業制限 無 そ　の　他 ２ 工事現場発生品の処理 無

工事用道路 １ 一般道路（搬入路）の使用制限 無 ３ 支給材料、貸与品の処理 無

関係 ２ 一般道路（搬入路）の使用中・使用後の処理 有 ４ 関係機関・自治体等との協議による条件 無

３ 仮設道路の設置・撤去・維持補修条件 無 ５ 架設工法の指定 無

仮設備関係 １ 仮設備の設置・引渡し・引継ぎ条件 無 ６ 産業廃棄物の処理にかかる税について 無

２ 仮設備の指定条件 有 ７ 安全管理計画の施工計画書への明記 有

８ 歩道箇所の現場密度 有

９ 舗装の切断作業時に発生する排水処理について 有

10 薬液注入工について 有

11 債務負担行為に係る特則について 有

12
土地改良区が管理する用水路と交差し設置する管路
について

有

　施　工　条　件　明　示　一　覧　表



（別紙）

＜工程関係＞
2.本局が参加するおおいた建設人材共育ネットワークが「県下一斉完全週休二日の日」として定める日は受発
注者間で工程調整し、休日の取得に努めること。但し、天候や住民対応等で当該日に施工が必要となる場合は
事前に申し出ること。

4 本工事区間には、地下埋設物として電話、ガス、水道等があることから、掘削作業等での損傷防止や埋設
位置の確認のため、事業着工前に管理者と現地立会いのうえ必要事項を確認し局に報告すること。
4.本工事は一定規模（3,000㎡）以上の土地の形質変更することから、大分市環境対策課より土壌の調査命令が
あった場合には、局と協議のえ指定調査機関に依頼し調査しなければならない。

＜用地関係＞
2.本事業に必要な仮設ヤード等の用地については、事業者の責任により確保し局に報告すること。
土地等を第三者から借地又は買収したときには、その土地所有者との契約を遵守し、その土地の使用による苦情
又は紛争が生じた場合は事業者により解決すること。
2.仮設ヤード等の使用にあたっては、使用範囲をバリケード等で明確にし、事業者名、事業名、使用内容、使用期
間等を掲示し、地域住民に十分周知を行い使用すること。

＜公害関係＞
1.本工事箇所は、特に生活環境を保全する必要がある地域であるので、下記工種の施工にあたっては、低騒
音型、低振動型建設機械指定要領及び排出ガス対策型建設機械指定要領に基づき指定されている建設機械・
設備を使用するものとする。

土工、土留工、管布設工、推進工、付帯工
3.家屋等の事後調査
（1）施工中に被害の申し出があった場合、申し出者と速やかに立会いを行い状況確認の上、局に報告すること。
（2）状況確認後の対応は、局・事業者の双方が協力し、被害者との交渉に対処するものとする。

＜安全対策関係＞

＜工事用道路関係＞
2.本事業の施工に伴う工事用車両進入路粉塵防止のために1回／日程度の散水を行うとともに路面維持に努めるも
のとする。
2.本工事区間はアスファルト合材での仮復旧を行い、工事の一締め切り区間ごとに速やかに行うこと。

＜仮設備関係＞
2.本事業においての水替えは（商用電力）を考えているが、これにより難い場合は、別途協協議するものとする。

＜建設副産物・再生資源関係＞
1.本事業により発生する建設発生土の処分場所及び処分費等は、局との協議により決定するものとする。

＜工事支障物件等＞

＜排水工関係＞
1.本工事施工に伴い発生する濁水は、濁水処理装置により処理を行うものとし、その他事項については、局との協議
により決定するものとする。

＜建設リサイクル法＞
ａ．再生材の利用
受注者は下記の資材の使用に際し、再生資材を利用するものとする。

なお、使用に際し「プラント再生舗装技術指針」等を遵守するものとする｡

1.本事業における交通誘導警備員は作業時に3人／日（起終点部1人・作業箇所1人）以上配置することするが、警察等
関係機関との協議の結果又は条件変更等に伴い変更する必要が生じた場合は別途協議する。
　また、交差点部等においては、必要箇所に配置することとするが、配置箇所、配置人員、については、別途協議する
ものとする。
2.本工事においては、「酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者」立会いのもと、酸素濃度測定を行い、別紙記
録表を作成し、速やかに監督員に報告するとともに3年間保存するものとする。なお、酸素濃度測定の頻度に
ついては、最低限工事着工前（マンホール等に入る前）の1回とし、測定箇所については監督員と事前に協議
するものとする。また「酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者」がいない場合等は監督員と別途協議するこ
と。

コンクリート 高炉セメント マンホール等

資　材　名 規　　格 備　考

再生加熱アスファルト混合物
密粒度再生　max13㎜
粗粒度再生　max20㎜

再生クラッシャーラン RC-40 路盤工、基礎工

現 場 説 明 書（施工条件明示内容）

2.本事業の施工時間は、昼間施工（８：３０～１７：００）とし、施工に伴う交通規制の方法は警察等関係機関
と協議を行い、決定した後、局へ報告すること。



ｄ．特定建設資材の分別解体等・再資源化等〔実施要綱（１）ロに該当する工事の場合〕
１．本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（（平成１２年法律第１０４号）。以下「建設リサイク
ル法」という。）に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施について適正な措置を講ずることと
する。
なお、本事業における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、工事請負契約書に定める事項は契約
締結時に発注者と事業者の間で確認されるものであるため、発注者が明示した以下の事項と別の方法であった場合
でも変更の対象としない。
ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、局と協議するものとする｡

①　分別解体等の方法

※「分別解体等の方法」の欄については、該当がない場合は記載の必要はない。

②　再資源等をする施設の名称及び所在地
1.本事業により発生する特定建設資材受け入れ処理施設は、局との協議により決定するものとする。

④　その他
仮置き等必要条件があれば記載する。

ｅ．その他
工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、局と協議するものとする｡
※「建設副産物適正処理推進要綱」を遵守すること。

＜その他＞
7.安全管理計画の施工計画書への明記について
本事業は、局地的な大雨による増水や地震等に備えるため、（１）現場特性の事前把握（２）工事等の中止基準・再
開基準の設定（３）迅速に退避するための対応（４）日々の安全管理の徹底について安全管理計画として施工計画
書に記載し局の確認を得るとともに、作業員へ周知徹底すること。
8.歩道箇所の現場密度
本事業における歩道箇所の現場密度の測定に用いる規格値は、下記の値を標準とする。
なお、これにより難い場合は、監督員と協議すること。

・歩道路盤 　最大乾燥密度の８５％以上 （乗入部は除く）
・歩道表層 　基準密度の９２％以上　　　 (乗入部は除く)

9.舗装の切断作業時に発生する排水処理について
・本事業における舗装切断時に発生する排水については、直接現場外へ排水することがないよう適正な回収に努め
るものとし、回収した排水は再資源化施設へ運搬することとしている。
　また、受け入れ処理施設は局との協議により決定するものとする。
・施工計画書に回収及び処分方法を明記するとともに、回収・保管状況及び施設持込み状況等の写真管理を行い
 提出すること。
・産業廃棄物処理票により管理をおこなうこと。

１０.本事業で施工する薬液注入工においては、諸条件等を考慮し局と協議を行うこと。
なお、注入材の配合等の詳細については、局と協議するものとする。
また、本事業で施工する薬液注入工にあたっては、周辺環境に影響を及ぼすことの無いよう、土質、地下埋設物や
地下水等の事前調査を行わなければならない。

11.キャッチフレーズ及び標語の掲示について
本事業においては、大分市公共下水道事業におけるキャッチフレーズ及び標語から１点選んで現場に掲示することと
する。

11.大分市公共下水道台帳作成について
工事完成時「大分市公共下水道台帳作成要綱」により完成図を作成し提出すること。

■有　　　　□無 □手作業・機械作業の併用
⑥ その他 その他の工事 □手作業
（　　　） □有　　　　■無 □手作業・機械作業の併用

□手作業・機械作業の併用
④ 本体構造 本体構造の工事 □手作業

■有　　　　□無 □手作業・機械作業の併用
⑤ 本体付属品 本体付属品の工事 □手作業

工　　程 作業内容 分別解体等の方法（※）

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解

体
方
法

① 仮設 仮設工事 □手作業
■有　　　　□無 □手作業・機械作業の併用

② 土工 土工事 □手作業
■有　　　　□無 ■手作業・機械作業の併用

③ 基礎 基礎工事 □手作業
■有　　　　□無



11.公共ますの設置について
本事業で設置する公共ますについては、設置予定地の権利者等が「公共ます設置依頼書」に必要事項を記入の
うえで施工することとする。なお、設置予定箇所は当初設計時の調査結果に基づき決定するものとするが、施工時に
土地、建物の権利者等の意向により位置や箇所に変更が生じた場合は再度土地、建物の権利者と協議を行うことと
する。

11.曲管の施工について
　1.曲管使用部の管頂30cmに埋設シートを設置すること。
　2.IP点に表示ピンを設置すること。また、ＩＰ点は三点管理、上下流マンホールとIP点間の距離を測定し管理

すること。
　3.曲管角度を測定し管理すること。
　4.上下流のマンホールにペンキ等で上流曲管、下流曲管と記載すること。
　　（記載場所）　・組立マンホール　側壁等　　　・塩ビマンホール　内蓋等　　※埋設シート、標示ピンは支給します。
　5.曲管にはベンド管を使用すること。また、自在継手を組み合わせる場合は、本管用自在継手との組み合わせとする。

11.下水道本管と支管の樹脂系接合剤の使用について
下水道本管と支管を接合する際には、「公共財団法人日本下水道協会の技術基準であるJSWAS　K-1の定めに沿っ
て本管の種類に応じた樹脂系接合剤を使用すること。また、使用にあたっては、事前に局の承認を得るものとする。

11.埋戻し土の締め固めについて
本事業は、所定の締め固め度となるような施工仕様（仕上がり厚さ、転圧回数、締固めにしようする機材、試験方法、
試験頻度）を設定し、その使用に基づき確実に締固めを実施し品質を管理する「工法規定方式」を採用している。よっ
て、所定の締め固め度以上を確保できる施工仕様を事前の試験施工により確認し、局の承諾を得ること。

11.埋戻し土の現場密度試験は、路体部、路床部で実施することし、試験箇所については局と協議を行う事とする。
また、現場密度試験の頻度として30ｍ程度に１孔とする。

１１．債務負担行為に係る特則について
・本工事は、債務負担行為に係る契約であり、各会計年度における支払限度額等は、次のとおりとする。
（１）各会計年度における支払限度額
 　　　令和３年度　　0％　　　　　令和４年度以降については、事業者と局で協議するものとする。
（２）支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額
 　　　令和３年度　　0％　　　　　令和４年度以降については、事業者と局で協議するものとする。
（３）予算上の都合その他必要があるときは、上記の支払限度額及び出来高予定額を変更する。

・本工事における前払金は、次のとおりとする。
通常　　⇒ （１）各会計年度毎に、その年度の出来高予定額の１０分の４以内の前払金を請求することができる。

共通（必須）⇒

１２．土地改良区が管理する用水路と交差し設置する管路について

　なお、検査立会に要する費用については、局が負担するものとし、検査立会確認表の件数により、工事完了後に
施工業者から土地改良区に対して支払いを行うものとする。
　ただし、当初計画より件数に増減があった場合は、最終的な件数により変更を行うものとする。
・検査立会確認表については工事着手前に2部作成し、1部を土地改良区に提出し立会日程の調整を行うこと。
　また、工事完了後に検査立会確認表及び立会状況写真を整理し局に提出すること。

・本工事では、初瀬井路土地改良区が管理する用水路と交差し設置する管路については、土地改良区の
検査立会を受けるものとする。

（２）前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達しない場合は、約款
が定める期限までに請負代金額相当額が前会計年度までの出来高予定額に達するまで当該会計年度の
前払金の請求はできない。



一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

担 当 工 事 内 容

元 方 安 全 衛 生 管 理 者 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

請 負 金 額請 負 金 額請 負 金 額

請 負 金 額 請 負 金 額 請 負 金 額 請 負 金 額

請 負 金 額請 負 金 額請 負 金 額請 負 金 額

工
事

会社名・ 事 業者
ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

施工体系図（作成例）

発 注 者 名
工期

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　　  　  　 　日

　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　　 　    日工 事 名 称

監 理 技 術 者 補 佐 名 一般 / 特定の別 一 般 / 特 定 の 別

工 事 場 所

請 負 金 額

総 下 請 金 額

元 請 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会社名・ 事 業者
ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

許 可 番 号 許 可 番 号

専 門 技 術 者 名 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

許 可 番 号 許 可 番 号

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

専 門 技 術 者 名
特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

監 督 員 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

請 負 金 額 請 負 金 額

会          長

工
事

会社名・ 事 業者
ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

一般 / 特定の別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

請 負 金 額 請 負 金 額

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

副    会    長
代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一般 / 特定の別

請 負 金 額

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会社名・ 事 業者
ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一般 / 特定の別

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

注）
上図は書式の例であり、内容を網羅したものであれば様式は定めないものとする。
また、この施工体系図を現場に掲示する際には、請負金額の欄は省略することができる。

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

専 門 技 術 者

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容



様式　１

工 事 名

工 事 場 所

工 期 受注者名

持込料金（※２）

円/㎥

運搬費を除く単価
を記載のこと

持込料金（※２）

円/㎥

運搬費を除く単価
を記載のこと

参 考

※１　地区については、支所管轄を記入すること。
　　大分、稙田、鶴崎、大南、大在・坂ノ市、佐賀関、野津原

整 理 番 号

残 土 処 理 状 況 調 査 表 課 名

地区（※１）

　年　　月　　日～　年　　月　　日

①

場　　所 受け入れ区分

自社所有　・　個人所有　

民間受入※会社名を記載

（　　　　　　　　　　　　）

搬入期日　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

残 土 処 理 状 況
土質名

土のＣＢＲ又は
コーン指数

土量 運 搬 距 離

㎥ ㎞

残土の利用状況

②

場　　所 受け入れ場所

自社所有　・　個人所有　

民間受入※会社名を記載

（　　　　　　　　　　　　）

搬入期日　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

残 土 処 理 状 況
土質名

土のＣＢＲ又は
コーン指数

土量 運 搬 距 離

m3 ㎞

残土の利用状況

※２　民間の残土処理場等で持込料金が発生する場合は１㎥当りの金額を記入すること。
また、１ｍ３当りの持込み料金がわかる資料（契約書等）を添付すること。

大野川より（西・東） 工事箇所ＤＩＤ（内・外）

備 考

運搬経路（工事箇所～搬入箇所）がわかるよう、位置図（2500分の1）を
添付して下さい。

市担当者名： 内線番号：



様式　２

工 事 名

工 事 場 所

工 期 受注者名

使用面積（※２）

参 考

※１　地区については、支所管轄を記入すること。
　　大分、稙田、鶴崎、大南、大在・坂ノ市、佐賀関、野津原

整 理 番 号

仮 置 土 処 理 状 況 調 査 表 課 名

地区（※１）

　年　　月　　日～　年　　月　　日

①

場　　所 受け入れ区分

自社所有　・　個人所有　

ｍ２

民間所有　・　その他　

搬入期日　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

仮 置 土 搬 入
土質名

土のＣＢＲ又は
コーン指数

土量 運 搬 距 離

m3 ㎞

仮置き場所での積込機械　　バックホー：山積　　　ｍ３

※２　土砂仮置きに使用した面積を記載すること。

大野川より（西・東） 工事箇所ＤＩＤ（内・外）

備 考

運搬経路（工事箇所～搬入箇所）がわかるよう、位置図（2500分の1）を
添付して下さい。

市担当者名： 内線番号：



様式　３

工 事 名

工 事 場 所

工 期 受注者名

購入料金（※２）

円/㎥

運搬費を除く単価
を記載のこと

購入料金（※２）

円/㎥

運搬費を除く単価
を記載のこと

参 考

※１　地区については、支所管轄を記入すること。
　　大分、稙田、鶴崎、大南、大在・坂ノ市、佐賀関、野津原

整 理 番 号

購 入 土 処 理 状 況 調 査 表 課 名

地区（※１）

　年　　月　　日～　年　　月　　日

①

場　　所 搬出元区分

自社所有　・　個人所有　

民間販売※会社名を記載

（　　　　　　　　　　　　）

搬入期日　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

購 入 土
土質名

土のＣＢＲ又は
コーン指数

土量 運 搬 距 離

ｍ3 ㎞

搬出元の積込機械　　バックホー：山積　　　ｍ３
その他（　　　　　　　　　）

②

場　　所 搬出元区分

自社所有　・　個人所有　

民間販売※会社名を記載

（　　　　　　　　　　　　）

搬入期日　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

購 入 土
土質名

土のＣＢＲ又は
コーン指数

土量 運 搬 距 離

㎥ ㎞

搬出元の積込機械　　バックホー：山積　　　ｍ３
その他（　　　　　　　　　）

※２　購入料金が発生する場合は１㎥当りの単価（運搬費を除く）を記入すること。また、１ｍ３当
りの購入料金がわかる資料（契約書等）を添付すること。

大野川より（西・東） 工事箇所ＤＩＤ（内・外）

備 考

運搬経路（工事箇所～搬入箇所）がわかるよう、位置図（2500分の1）を
添付して下さい。

市担当者名： 内線番号：



「別紙－１」

事　業　者　各　位　へ                                    

１：過積載防止対策について（共通仕様書第１編１－１－３２）
　事業者は、以下の事項について努めなければならない。

①工事用資機材、建設副産物等の積載超過をしないこと。

②過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと。

③資材などの過積載を防止するため、資材の購入に当たっては、資材納入業者などの利益を

　不当に害しないこと。

④さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造をしたダンプトラック等が、工事現場に出入り

　しないようにすること。

⑤「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」

　という。）の目的に鑑み、法第１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等へ

　の加入者の使用を促進すること。

⑥下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては、交通安全等に関する配慮に

　欠けるもの、または業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させ

　たものに請け負わせないこと。また、資材を納入させないこと。

⑦①から⑥までのことについて、下請契約における受注者を指導すること。

２：不法無線の根絶について（共通仕様書第１編１－１－５４）
　工事を施工するに当たって、テレビ、電話、無線局などへの「電波障害」をおこす不法無

線局（電波法に基づく免許を受けないで開設される無線局）は設置しないこと。

　また不法無線局を設置したダンプトラックなどを使用しないこと。

３：工事中の安全確保について（共通仕様書第１編１－１－２６）
　事業者は、工事中の労働災害を防止するために、自ら安全管理の徹底を図り、労働災害

防止の一層の推進を図ること。そのため、施工計画書において各現場に即した具体的な安全

対策の計画を策定し、実施を図ること。

４：農地の一時転用に係る農地転用許可申請について（農地法）
　事業者が任意の施工により、工事用道路や資材置き場として公共工事の施工区域外で、一

時的に農地を利用する場合には、地権者との連名にて農地転用の許可申請が必要であるため、

適切に許可申請を行うこと。

５：『大分県建設機械シートベルト着用運動』の実施について
　事業者は『大分県建設機械シートベルト着用運動』実施要綱に基づき建設機械シートベル

トの着用及び安全の見える化に努めること。

６：粉じん対策について（共通仕様書第１編１－１－５２、粉じん障害防止規則）
　事業者は、粉じん作業による労働者の健康障害を防止するため、契約図書に定める対策を

実施するほか、健康診断の実施、就業場所の変更、作業の転換、作業時間の短縮その他健康

管理のための適切な措置を講ずるよう努めること。

【　指　導　事　項　】


